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午前 ９時５９分 開  議 

 

○相田克平議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員23名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第３号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○相田克平議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、地域の活性化について外１点、14番山村

明議員。 

  〔１４番山村 明議員登壇〕（拍手） 

○１４番（山村 明議員） おはようございます。

櫻田門の山村明でございます。 

  今年もあっという間に師走となりました。季節

の移ろいは何と早いものでしょう。コロナに振り

回された１年でもありました。 

  オリンピック・パラリンピックは1964年以来、

57年ぶりの東京開催となりましたが、多くの種目

がコロナ感染対策のために無観客試合となりま

した。日本の成績はおおむねよかったものの、観

客の応援の熱気が選手には伝わらない状態でプ

レーしなければならず、誠に残念でした。 

  災害列島日本と言われるように、今年も各地で

地震や様々な災害がありました。７月の集中豪雨

で、熱海市で土石流が起き、死者・行方不明者27

名、８月の九州集中豪雨では死者13名、それから

海底火山からの噴出と見られる軽石の漂着、そし

て最近では12月３日、山梨県、和歌山県で地震が

起きたというように災害に次々と襲われ、このと

ころの地震が頻発しているのが私は大変気にな

るところであります。 

  コロナで集会は控えるようにとのことで、ほと

んどの集会や会議は中止となり、夜のグループで

の飲食や、飲食店は営業をしないように、酒の提

供もしないように通達をされ、交通、飲食、宿泊

業者をはじめ、多くの会社や店舗で大幅な営業赤

字となり、大打撃となっております。この苦境か

ら脱却し、早くコロナ不況前の状態に戻ってもら

いたいと願う次第であります。 

  1990年（平成２年）のデータでは、山形県人口

は125万人ありましたが、現在の県人口は106万人

台であり、どんどん人口の減少と流出が続いてお

ります。この間に20万人も減ってしまいました。

都会は過密、地方・田舎は過疎と明暗がはっきり

してまいりました。都会は仕事、働くところがあ

り、所得も高く、遊ぶところがある。人口は集中

し、人、物、金の流通が大きくて早い。地方は、

仕事はあるが所得が低く、遊ぶところも少ない。 

  県民の所得は2016年度で１人当たり年228万

9,000円で、47都道府県中30番目ぐらいのようで

あります。全国平均の１人当たりの年間所得は

264万円です。日本国内の賃金は1997年がピーク

で、その後はほとんど伸びていないということで

あります。 

  地域の活性化について、新型コロナウイルスの

新規感染者数を毎日見ていると、我が山形県は感

染者の少なさにほっとしてテレビを見ておりま

す。しかし、感染者の少ない地域を見てみると、

地域の活性化も遅れているように感じます。感染

者の多いところは都会で、人口が多いところのよ

うです。経済を豊かにするために何をするべきか、

全国的な中でも山形県の経済状態は低いと思い

ます。これを打破するために何とかしなければな

らないのではないでしょうか。企画力をさらに発

揮した市政運営をできないか。斬新な独創的なア

イデアの市政、行政運営はできないものでしょう

か。 

  先月か先々月だと思いますが、ロシアが天然ガ

スのヨーロッパへの輸出量を３割削減すると発

表してから天然ガスが値上がりし、続いて原油先

物取引価格が上昇し、石油、ガソリン価格の上昇
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となり、先日のニュース報道ではガソリン価格が

６週連続で１リットル当たり170円を超したと発

表されました。 

  エネルギー需給の逼迫について。天然ガス、原

油の供給の先行きが危ぶまれ、市民生活への影響

が心配されるが、どうでしょうか。ガソリン、灯

油の価格や電気料金が高くなって、これからの冬

場の一般家庭に痛手を被るのではないでしょう

か。 

  以上、１回目の質問を終わります。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、１の（１）、そし

て２についてお答えいたします。 

  初めに１、地域の活性化についてのうち、（１）

経済を豊かにするためには何をすべきかについ

てでありますが、まずただいま議員から県民所得

のお話がございましたけれども、もう少し詳細に

申し上げますと、本県の県民所得の現状について

は、内閣府が公表しております平成30年度県民経

済計算の１人当たりの県民所得データによりま

すと、山形県は年間の県民所得が289万7,000円、

全国での順位にしますと29番目に位置しており、

県民所得としましては、１位の東京都の541万

5,000円と比較しますと、約半分の所得額となっ

ております。 

  また、東北地方を見ますと、宮城県の294万5,000

円、福島県の294万3,000円に次いで３番目の数字

となっているところであり、本県の所得水準は全

国的に見ますと中位以下となっており、決して高

いとは言えない状況にございます。 

  このような現状におきまして、本市としまして

も、農業、商業、工業、観光の各産業の総体的な

力を引き上げ、地域経済を発展させながら、市民

所得の向上を図っていくことは大きな課題であ

ると捉えているところです。 

  そうした状況の下、まさに今取り組んでおりま

す米沢ブランド戦略事業は、市民が一体となり、

地域全体であらゆる産品やサービスの高付加価

値化を目指し、米沢市全体のブランド化を進める

運動であります。そして、この事業の根幹をなし

ます米沢品質向上運動は、市民の皆様とつくり上

げた米沢ブランドコンセプトであります「鷹山公

のＤＮＡ『挑戦と創造』の力で、次の米沢をつく

る。」に基づき、地域企業はもとより、市民一人

一人が自ら考え、行動し、米沢品質、米沢ブラン

ドにふさわしい、新しい価値を生み出し続ける運

動体となり、この運動があらゆる分野で起こるこ

とで、米沢全体の付加価値を高めていこうとする

ものです。 

  この運動に多くの皆さんに参加いただくことに

より、市民意識の高揚、それが「挑戦と創造」の

具体化へ、さらに品質の高い物、事の実体化とい

う流れが大きな螺旋となりまして、回り続け、米

沢品質がさらに磨かれ、地域経済が発展し、ひい

ては市民所得の向上につながるものと考えてお

りますので、これからも市を挙げて米沢ブランド

戦略をしっかりと進めていきたいと考えており

ます。 

  一方で、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、地域経済が疲弊している状況でありますので、

この米沢ブランド戦略と並行して、地域経済の回

復に向けた様々な経済対策に取り組んでいると

ころです。 

  具体的な事業を申し上げますと、感染症の影響

により支障を来している市内飲食店や小売店な

どでの消費喚起を促し、地域経済の回復につなげ

ることを目的に、プレミアム率100％のクーポン

券事業を６月から実施し、現在第二弾の事業を実

施しております。 

  また、商店街や飲食業をはじめとする様々な業

種等で組織された団体や、複数の事業所などが協

調して、消費喚起につながる販促キャンペーン事

業や、各店舗の集客を目的としたイベントなどを

実施する場合、事業費の一部を支援する消費喚起

促進事業などを実施しながら、地域経済への波及
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効果と市内経済の活性化に期待しているところ

であります。 

  また、観光分野におきましても、宿泊事業者へ

の支援、観光誘客の促進を目的に、様々なキャン

ペーン、夏から秋には得旅キャンペーンを実施す

るなど、市民の元気回復と地域経済の速やかな回

復を図るため、中止となりました米沢上杉まつり

やなせばなる秋まつりの代替イベントとして、そ

れぞれ元気回復キャンペーンを展開してきたと

ころであります。 

  さらに、中長期的な経済対策事業の一つとして、

創業者支援事業を行っております。この事業は、

創業支援事業計画に基づき、関係機関、団体と連

携しながら、創業に向けた相談体制や創業塾を開

催しているほか、創業に係る事業資金の一部や本

格出店に向けた試験的な開店などを機会とする

チャレンジショップ事業の展開などにより、創業

の促進を図る取組です。 

  本年の創業塾は20名が受講されましたが、その

うち女性の受講者が７割の14名に上り、女性活躍

社会の創出に向けた取組にもなっているところ

です。 

  次に、産学官の連携に関する取組についてです

が、山形大学の有機エレクトロニクス関連分野に

おける技術開発、事業化、人材育成事業を支援し、

製品の高付加価値化につなげるなど、本市に新た

な産業の創出を図ることを目的に、有機エレクト

ロニクス集積推進事業を実施しております。こう

した中、本市では、先に御説明申し上げました第

３期米沢市工業振興計画を策定いたしました。こ

の計画では、高付加価値化による持続可能なもの

づくり産業の実現を基本目標とし、今後、本市の

あるべき姿を、労働生産性や市民所得の向上の実

現により、地域産業が活力にあふれ、市民が安定

して働き続けることができるものづくりのまち

米沢を設定し、各種事業を推進していくこととし

ております。 

  このように、市民所得を向上させる様々な取組

を、米沢ブランド戦略や、商工分野の取組を一例

に申し上げましたが、冒頭説明しましたとおり、

地域全体で米沢品質を追求し、米沢のブランド力

を高めていくことが、本市の未来を切り開いてい

くことにつながりますので、全力で全ての品質を

磨き上げていくことに取り組んでまいります。 

  次に、２のエネルギー需給の逼迫について、天

然ガス、原油の供給の先行きが危ぶまれ、市民生

活への影響が心配されるがどうかについて、お答

えいたします。 

  先日の島貫議員の一般質問でお答え申し上げま

したが、現在世界的にエネルギーの需給バランス

が崩れており、お話にありましたとおり、特に液

化天然ガスや原油価格の高止まりが続いている

状況にあります。この要因といたしまして、液化

天然ガスにつきましては、世界規模で発電分野に

おいて使用する燃料を、二酸化炭素の排出量が比

較的少ない天然ガスにシフトしたことにより、こ

の価格が急騰していることが挙げられます。また、

原油につきましては、世界的な経済活動の再開に

伴う需要の高まりを背景に、その先物価格が高騰

していることに加え、主要産油国で構成するＯＰ

ＥＣプラスが原油の増産に慎重な構えを見せて

いること、さらに先ほど申し上げましたとおり、

発電分野において使用する液化天然ガスの価格

急騰により、総体的に割安な原油を発電燃料に使

う動きが広まり始めたこと、様々な要因が重なり、

原油価格の高止まりにつながっていると言われ

ています。 

  このような国際的な情勢の変化を受けまして、

国内においても天然ガス及び原油価格の上昇に

より、ガソリン、電気、ガスの料金の値上げが余

儀なくされており、さらにはそれを利用し、事業

を展開されている物流業、製造業をはじめとした

幅広い業種において、それらが原因で事業収益の

圧迫につながる影響も出始めております。 

  そのようなことから、燃料費の高止まりが長期

化すれば、石油製品はもとより幅広い業種で製品
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やサービス等の価格に転嫁され、産業全体での物

価上昇につながりかねない可能性があるものと

危惧しているところです。 

  さらに、世界的なコンテナ不足による物流の停

滞、サプライチェーンの棄損などにより、原材料

をはじめとした様々な部品や部材などの調達が

困難になっていることから、それらを調達するた

めのコスト高も顕著化しており、今後この状況が

長引けば、様々な製品、サービスなどから、身の

回りの日用品に至るまで、幅広い分野で値上げを

せざるを得ない状況になることが想定され、それ

らは最終的に消費者である市民の方々にしわ寄

せが来ることになりますので、今後の市民生活に

も非常に大きな影響を与えることが懸念されて

いるところです。 

  本市としましても、国、県及び地域産業団体と

連携、協力しながら、今後の資源エネルギー関連

の動向や部材調達リスクなどの状況について、市

内の企業の皆様から情報収集に努めるなど、市内

事業所、業界関係団体などからの聞き取りを引き

続き強化するなどしながら、影響の実態把握に努

めてまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、１の地域の活

性化についてのうち、（２）の企画力をさらに発

揮した市政運営をできないかについてお答えい

たします。 

  価値観が多様化する社会において、住民などか

らの多様なニーズに応えながら、人口減少社会に

おいても持続可能なまちであり続けるためには、

議員お述べの企画力を発揮した市政運営は重要

であると考えており、本市においても特徴ある

様々な取組を積極的に行っているところであり

ますので、幾つか事例を御説明申し上げます。 

  初めに、ＳＤＧｓに関する取組であります。 

  本市は、今年５月、内閣府のＳＤＧｓ未来都市

に選定されました。ＳＤＧｓの先駆けと称される

上杉鷹山公の功績を踏まえ、現在まで受け継がれ

ている精神、そして本市にある様々な地域資源を

活用することで、ＳＤＧｓに向けて取り組んでい

く内容であります。本市固有の特色ある地域資源

を生かし、創意工夫を凝らしながら、企画力を生

かした提案内容が評価され、選定されたものであ

ると考えております。 

  次に、紅花に関する取組であります。本市も構

成メンバーとなっている山形県紅花振興協議会

は、今年10月７日に最上川流域の紅花システム、

歴史と伝統がつなぐ最上紅花を世界農業遺産に

申請するため、農林水産省経由で国連食糧農業機

関に申請書を提出したところであります。 

  今年度は県内でも有数の栽培面積を誇る山上地

区の皆様と共に、最上川源流よねざわ紅花まつり

を開催いたしました。今後も本市が有する重要な

資源である紅花の文化を次世代へ継承していく

とともに、地域の活性化を図る重要なツールとし

て活用するため、観光、文化、教育など様々な側

面から地元の方々や学生の皆様と共に新たな取

組を進めていきたいと考えております。 

  ３つ目が、健康長寿日本一のまちづくりであり

ます。本市では、平成29年度から健康長寿日本一

のまちづくりを掲げ、様々な施策を展開してきま

した。成果の一つとして、県内最下位であった特

定健康診査の受診率が、現在は県内平均程度まで

上昇してきております。 

  また、昨年度からは市内企業を対象として、適

塩推進事業を展開し、市内企業に勤める方々の食

塩摂取量や食生活を見える化することで、自らの

適塩に対する意識づけや食生活習慣の改善を図

り、高血圧や糖尿病などについて、青年期、壮年

期からの長期的なリスク管理を始めるきっかけ

づくりとしております。加えて、企業の健康経営

の後押しをしようとするものでもあります。 

  このほか、中学生を対象とした減塩教室の実施

や、食育絵本の制作などを通して、健康長寿日本
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一の実現に向けた施策展開を実施しております。 

  また、先ほど産業部長が申し上げた米沢ブラン

ド戦略についても、商品のみならず、サービス、

観光、文化、行政などあらゆる分野において、挑

戦と創造を喚起することで、米沢全体の付加価値

を高め、市民が米沢に誇りを持ち、交流人口が拡

大していくことを目指すという特色ある施策で

あります。 

  最後に、庁内で職員の企画力を向上する取組に

ついて申し上げます。 

  昨年10月には新たなＩＣＴ技術を活用した市民

サービスの向上を目指し、各部から推薦された若

手職員によって庁内の研究グループであるＩＣ

Ｔ推進チームを結成しました。職員約20名を４グ

ループに分けて編成し、本市と連携協定を結んで

いるＮＥＣパーソナルコンピュータ株式会社の

職員の指導、助言をいただきながら、現在も活動

を継続しております。 

  また、今年度はＳＤＧｓの学習会として、各部

から推薦された20名の職員により、米沢ＳＤＧｓ

イノベーター養成講座を全４回開催いたしまし

た。本市のＳＤＧｓ推進アドバイザーを務めてい

ただいている谷中修吾先生に講師をお願いし、職

員が自分の所属する課等で取り組むことができ

るＳＤＧｓプロジェクトを企画することで、ＳＤ

Ｇｓを推進する意識を庁内に広めることを目的

としたものでございます。 

  加えて、今年度の新規採用職員26名に対しては、

市民や学生が行っている活動を学ぶことで、市内

にある様々な資源についての理解を深めるとと

もに、その活動に対して自分たちが具体的にどの

ようなことをするべきか、どのようなことができ

るかについて、研究や討論を重ね、研究結果の発

表を行う研修を実施しております。こうした取組

を通して、職員の企画力の向上を図り、次の世代

を担う人づくりも行っているところであります。 

  本市は、歴史や文化、産業など魅力ある多くの

地域資源を有しており、先ほど申し上げたＳＤＧ

ｓや米沢ブランド戦略、人材育成などの取組を通

して、これらの地域資源を活用できる土壌ができ

てきていると考えております。 

  今後、様々な資源、そして職員の企画力を生か

し、市政運営に反映することで、よりよい米沢の

未来を創造していきたいと考えております。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） ありがとうございまし

た。 

  地域の活性化ということについては、非常にこ

の米沢市というところは、歴史的にも、それから

地形的にも非常に厳しい状況にあるのかと。やは

り東北地方でも豊かなところはどこかといえば、

それは東北自動車道、国道４号沿いの市町村、こ

ちらがやはり流通も多くて、人の流れ、そして企

業の立ち上げ等もやはり太平洋側の県はこちら、

日本海側よりも非常に有利になって、豊かになっ

ているのかと思います。 

  だけれども、やはり我々米沢市という地に住ま

いして、この行政に関わって、何とかこれを活性

化したいと思っておるわけであります。この活性

化ということにつきましては、何か物事を立ち上

げる、物事を起こすということも、やはり新しい

企画等にチャレンジするということが大事だと

思います。それで、行政や各種団体、民間などが

新規アイデア事業を立ち上げやすくする体制づ

くりをできないものでしょうか。それに行政の補

助やバックアップの体制をつくって、臨んでいく

と。そういったことによって、新しい企画、新し

い事業で活性化し、なおかつ全国に情報発信がで

きるというものが、ぜひあってほしいと思います

が、その辺はいかがでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 先ほど申し上げましたよ

うに、行政内部におきましては、ＩＣＴ推進チー

ムやＳＤＧｓイノベーター養成講座をはじめと

した学習会などにより、職員の企画力が醸成され
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てきているものと捉えておりますので、引き続き

そうした企画力を高める機会をつくっていきた

いと考えてございます。 

  各種団体や民間の方々の新規アイデアを立ち上

げやすくする事業としましては、地域の問題や課

題解決のために市民の方々が取り組む公益的な

事業に関して、米沢市協働提案制度を設け、支援

しているところであります。 

  また、これからのまちづくりを担う若者が、自

身が住み、暮らすこのまちのことを本気で考え、

主体的に行動していくための後押しとなる事業

として、米沢ヤングチャレンジ特命課の取組を平

成29年度から行っているところでもあります。 

  さきに申し上げました米沢市協働提案制度につ

きましては、最大50万円まで補助金を交付する制

度となっておりますので、今後も制度の周知に努

めながら、市民の皆様がアイデアを持って実施す

る取組について、バックアップしていきたいと考

えております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） 今、コロナ感染の対策

ということで、都会ではテレワーク、リモートワ

ークが非常に盛んになっているようです。これは

何を意味するのかというと、会社に行かなくても

仕事ができるということになってきますので、こ

の延長線上で、地方でも仕事ができやすい体制に

これをうまく持っていけないかという気がいた

しております。米沢市は山形新幹線で都心部と２

時間ちょっとでつながれているということで、や

はり先進地の視察をしてまいりましても、事業を

起こす起業精神あふれた若者を呼び込んで、小さ

なまちでも頑張って、若者の雇用と立ち上げる事

業を何とか地方でも展開して頑張っているとこ

ろがあります。米沢市でも、そういう起業家精神

あふれた若者を呼び込んで、テレワーク、リモー

トワーク等を駆使しながら、若者のバックアップ

体制をつくって、何とか有能な若者にぜひ本市で

事業を展開してほしいという思いがあるのです

が、その辺はいかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 本市では、創業される方への

支援メニューの一つとしまして、市内で創業され

る方を対象に、創業支援事業費補助金、２分の１

補助で上限30万円を創設しております。その中で、

40歳以下の若手の創業者につきましては、補助上

限をさらに20万円増額するとともに、市内にテレ

ワーク、リモートワークなどで転入されて創業さ

れる方につきましては、移住創業支援として補助

額をさらに50万円加算するなどして、産業の活性

化、定住人口の増加に向けた取組を行っていると

ころです。 

  これまでの実績を申し上げますと、令和元年度

はお二人、令和２年度は１名の移住創業者が補助

を受けられていると実績が出ております。そのう

ち、令和２年度の移住創業者につきましては、30

歳代の若い方でありました。 

  また、最近でありますが、若者の起業相談が増

加傾向にあり、今申し上げました補助金は、市内

で学ぶ大学生の方も利用が可能でありますので、

この補助金を活用し本市で起業していただける

よう、今後とも様々な機関と連携しながら、積極

的に情報発信し、地域活性化につなげていきたい

と思っております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） そして、そういう若い

方々、それから事業を立ち上げようとしている

方々に対して、今までそういった経験、企業を起

こしたことのある経験者、または異業種参入経験

のあるような方々に、助言、アドバイザーになっ

ていただいたり、体験談を話していただいたりし

て、そういうノウハウや精神的な面でサポートし

ていくようなシステムを構築できたらいいので

はないかと思いますけれども、その辺はいかがで

すか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 これから創業される方にとり
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ましては、ただいま御意見にありましたとおり、

既に創業された方の体験談をお聞きするという

ことは非常に有意義なことだと思っております。

米沢市で行っております米沢創業塾におきまし

ては、延べ５日間の講座なのですけれども、市内

で創業された方の体験談をお聞きして、創業体験

者が準備などで苦労された点や、創業のポイント

など、成功するためのアドバイスをいただく情報

交換の場を毎回設けているところです。その内容

につきましては、受講者から大変好評をいただい

ているというアンケート結果も出ております。今

後ともそうした創業体験者に助言、アドバイスを

いただける機会を設けながら、本市で起業を目指

す方々の後押しをしっかりとしていきたいと考

えております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） やはり地域の活性化と

なりますと、米沢のようなところでは、地方の特

性を生かした活性化も重要ではないか。要するに

都会では味わうことができない豊かさ、特に大自

然を生かした、都会の人を呼び込むような施策、

夏はトレッキング、キャンプ、冬はスキー、スノ

ーボード、そういった大自然を生かしたような企

画で、都会から何とか人を呼び込んで活性化でき

ないかと思いますけれども、この辺はいかがです

か。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 本市にはすばらしい自然

環境、伝統文化などがたくさんありますけれども、

私たち自身も含めて、なかなかふだんの生活で気

づかないという部分もあるのかと思っておりま

す。外から来た方の目を通すことで、そういった

魅力がより魅力的に伝わるのかという部分もご

ざいますので、そういった方々を呼び込めるよう

に、また本市のそういった自然環境や文化などを

広く周知することで、ぜひ外からそういった若者

たちを呼び込めるようなことを考えていきたい

と思っております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） 地域の活性化というこ

とについては、やる気のある若者をどうやって育

てるのか。または、どうやって移住してもらう、

Ｕターンしてもらう。先進地を視察して見てきま

すと、やる気のある若者を育て上げる、それから

移住していただくというところが非常にキーワ

ードとなってきているような気がするのですが、

その辺について当局のお考えはいかがでしょう

か。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 地域おこし協力隊など今

現在も活躍しているわけでありますけれども、そ

ういった方々からの意見を聞きながら、どういっ

た魅力を発信していけば米沢に来てもらえるの

かとか、そういったことをいろいろ考えながら取

り組んでいきたいと思っております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） それからソフト面では

やはり米沢の特性を生かすということになって

くると、例えば能楽の金剛流であったり、詩吟で

あったり、文化面でも非常にユニークな活動があ

りますし、それからあとは米沢牛をはじめとした

――米沢牛はもうブランドになっていますけれ

ども、そのほかにも名産品の発掘というか、名産

品を利用して２次的な開発をやって、それをまた

名産品につくり上げていくというというアイデ

アもぜひあってほしいという気はいたしますが、

その辺についてはいかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 市内の事業所の方々で、１店

舗１名物開発事業、それを平成24年度から継続的

に実施しております。今年度、新たに４事業所の

方が加わり、現在18事業所の方々がよりよい商品

の開発、サービスの提供に向けて、定期的に研究

会を重ねながら、課題解決に向けて様々な特性を

生かした商品開発、具体的には名物をつくり上げ

たいということで取り組んでいるところであり
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ます。 

  さきの10月には、そうした成果を道の駅米沢を

会場に販売会を開催しまして、市内外から多くの

来場者が訪れて大変好評だったとお聞きしてお

ります。こうした取組、活動の中から、本市にお

ける特産品、名産品の独自の価値を創造しながら、

全国に発信できるよう、これからもそういう事業

者の皆様と連携を図りながら、市としても支援を

しっかりしていきたいと考えております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） 企画力というところで、

近隣の市町村をいろいろ見ておりますけれども、

私もこういう議員という立場でほかの市町村を

見てまいりますと、やはり人のところのいいとこ

ろは非常によく見えるのです。だから、逆に向こ

うから米沢を見ると、米沢のよさが分かってくる

のかという気もいたしますけれども、近くの市町

村では長井市のレインボープラン、それから南陽

市の全日本実業団駅伝出場、そして同じく南陽市

の文化会館1,403席、大型の耐火木造ホールで、

これが一番びっくりしたのがギネス認定になっ

たということで、非常に多くの話題を提供して、

それによって非常にすばらしい芸術家、芸能人が

たくさん来ておられるということで、何かこうい

ったヒットになるような企画も数年に１回ぐら

いは出ていただきたいものだと思いますが、その

辺何かございませんでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 ただいま議員も述べられ

ましたとおり、なかなか隣の施策はよく見えると

いう部分もあるのかと思っております。先ほど壇

上で申し上げました、本市が様々取り組んでいる

特色ある施策についても、他の自治体と遜色ない、

すばらしい施策だと我々思っておりますので、そ

ういったところをもっとよりよくＰＲしたり、発

信していくことも大事かと思っておりますので、

そういったところも含めて、しっかり取り組んで

いきたいと考えております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） この間、衆議院議員選

挙が行われたばかりですけれども、11月１日に１

票の格差が最大2.8倍になったということで、弁

護士グループが289選挙区全てのやり直しを求め

て、全国14の高裁に提訴したという記事が出てお

りました。これから見ていきますと、実は今山形

県が人口107万人、お隣の福島県が人口184万人―

―2019年のデータですけれども、山形県の衆参の

国会議員数は５人、福島県の衆参の国会議員が13

名おられるのです。この人口比率から見ても、国

会議員数で大きな開きが出ているということで、

政治力での活性化ということからすると、非常に

遅れを取っているというか、力が弱いのではない

かと思いますけれども、これは答弁する人がいな

いと言われましたけれども、市長は置賜広域行政

事務組合の理事長でもありますし、全国市長会に

もたびたび出ておられるという立場から、政治力

の格差ということについて、何か御所見をいただ

ければ、お願いしたいと思います。 

○相田克平議長 中川市長。 

○中川 勝市長 国会議員の定数につきましては、

憲法判断に基づいて国政で定めるという状況で

ありまして、今私からそのことについてコメント

は差し控えたいと思います。 

  ただ、地方というのは、議員もお述べになられ

たように、自然があったり、そして観光的にもレ

クリエーション的にも癒やしの場としてもあり

ます。また、食料を提供する地域でもあります。

そういった中にあって、政治力との関わり、今の

ところ私は、米沢、置賜はその政治力については

不便さを感じてはおりませんけれども、しかしな

がら地方創生を果たしていく上で、政治力という

ものは非常に重要であると同時に、国会議員が少

なくなることによっての弊害というのも当然あ

るということを承知しているわけでありますけ

れども、米沢市はそういった国の情報をどのよう

につかんで、市政に結びつけるかということで、
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独自の対策も必要になってくると思っておりま

す。例えば職員を県の東京事務所に出向させたり、

今までは経済産業省に職員を出向させておりま

した。今は内閣府に職員を出向させております。

そういったことで、中央の情報をいち早くキャッ

チしながら、今後の地域の活性化にどう結びつけ

ていくか、これは大きな課題でありますので、そ

ういった政治力も重要でありますけれども、議員

がお述べになっている企画力をどう高めていく

かということが、これからの地域の活性化にもつ

ながってくるものと思っているところです。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） ありがとうございまし

た。 

  早晩、来年は参議院選挙があるので、参議院選

挙が終わればまた、参議院は参議院で１票の格差

是正と動いてくると思うのですけれども、結局都

市部に人口が集中して、それによって過疎、過密

が大きく出てきて、それによって国会議員の数が

どんどん都会に持っていかれてしまう。非常にや

りきれない思いをしています。 

  私の思いとしては、面積とか、投票率とか、山

形県の投票率、たしかこの間、全国でもトップク

ラスだったと思うのですけれども、そういう面積

や投票率なんかも加味して、地方の人口の少ない

ところの国会議員数が余計少ないという、そうい

ったところに対して、ぜひ市長からも、これから

声を上げていただきたいと御要望申し上げます。 

  次に、エネルギー問題に入りますけれども、こ

の間11月の何日だったか、米国の呼びかけで各国

へ石油の国家備蓄放出が要請され、日本もそれに

応じて国家の備蓄放出をするようでありますけ

れども、これによって影響というか、我々一般市

民に恩恵というか、要するにさっき申し上げた石

油、ガス、ガソリン、そういったものの高値傾向

に対して何か歯止めをかけることになってくれ

ればと思いますが、この辺当局はどのように考え

ますか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 ただいまの議員の御意見にあ

りましたとおり、石油の国家備蓄の一部放出に加

えまして、国、経済産業省ではガソリンをはじめ

とする石油価格の伸びを抑える対策として、令和

３年度の補正予算案に関連事業費を計上すると

いう方針が示されております。この対策によって、

石油、燃料の小売価格の値上げ幅を抑制する効果

が見込まれると報道されております。市でも、そ

ういう国の補正予算による新たな効果であった

り、あるいは産油国産出量の動向も含めて把握し

ながら、そしてそれらが市内企業などにどういっ

た影響を与えるのかということは、注意深く見て

いきたいと考えております。 

○相田克平議長 山村明議員。 

○１４番（山村 明議員） このたび、いろいろ調

べてみたのですが、国家備蓄分というのが国内消

費量の145日分を備蓄していると。それから民間

備蓄が90日分、それから産油国共同備蓄というの

が６日分ということで、1975年の石油備蓄法によ

って、このようになっているようです。 

  11月24日に経済産業省は国家備蓄の放出を発表

ということになって、原油先物取引では11月17日

に１バレル、74ドルまで下がったわけですけれど

も、その後また値上がりして、値段を戻している

ようであります。 

  一般市民の方々からお聞きしますと、米沢市は

ガソリンが高いのではないかと。県単位でしか発

表されていないようでありますけれども、このガ

ソリンに係る税金というのが、石油製品関税、そ

れから石油石炭税、ガソリン税、環境税、そして

最後に消費税がかかってくるということで、ガソ

リンの価格に各種税金が非常に多くかかってい

るということで、この辺も一般国民の負担増にな

っているのかと。 

  日本のガソリン価格は高いのだろうかと思って

調べてみたのですが、諸外国に比べ、大体そんな

ところだろうと。要するにガソリンの小売単価で
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すけれども、今ちょっと上がって170円台という

ことになっていますけれども、外国の中でもこれ

は、私が調べた資料では150円台のときの資料だ

ったのですけれども、大したことはないと思って

おります。 

  ただ、調べていって分かったことが、アメリカ

のガソリン価格だけが異常に安いのです。とんで

もなく安い。やっぱりこのアメリカと比べると、

何で日本のガソリンは高いのだということにな

ってしまいますけれども、ここで言うわけにはい

かないですけれども、ガソリン税の税制改革をや

ってほしいと個人的には思っております。 

  米沢市としては、市長がゼロカーボンとおっし

ゃっていますけれども、調べていった中で、おや

と思ったのが、フランスは77％を原子力発電でや

っているということで、それは何かというと、二

酸化炭素の排出量の抑制の数値を達成するため

には、原発を使ってでも二酸化炭素の排出を抑え

るのだというフランス大統領の非常に強い思い

を感じるわけでありますけれども、原発の電力を

受ける立場からすると、ゼロカーボンを打ち上げ

ておられる米沢市としては、その辺どういう気持

ちでおられるのかお聞きして終わりたいと思い

ます。市長にお聞きするしかないのかと思ってい

ますが、よろしくお願いします。 

○相田克平議長 中川市長。 

○中川 勝市長 なかなか難しい問題で、総理大臣

が答えるような質問ではないかと思っておりま

す。 

  ただ、日本の原子力発電については、2030年ま

でに少しずつ減らしていくという方向性が出て

いるようであります。そして、フランスの原子力

発電、これはいろいろフランスだけでなく、欧州

連合、ＥＵとの関わり等もあって、エネルギー供

給という視点からして、原発推進国であるフラン

スでありますので、そういった方向性にかじを切

ったものと、この間のマクロン大統領の話を聞い

ておりましても、そのように感じております。 

  ただ、ゼロカーボンシティーを目指す米沢市に

とって、再生可能エネルギーをどのようにこれか

ら確立していくか。この間の日曜日に芸工大の三

浦先生から、ゼロカーボンシティーのシンポジウ

ムを開いていただきました。そのときに、米沢市

の再生可能エネルギーの発電量というのは、ほぼ

米沢市の家庭で使う使用量と同じような状況に

なっていると。そこまで米沢市において再生可能

エネルギーの発電量が増えてきているという状

況もありますので、こういったものを今度は新電

力株式会社もできましたので、そういったところ

とどうやって公共施設なり、一般家庭の再生可能

エネルギーを利用するシステムづくりについて、

しっかりと取り組んでいかなければならないも

のと思っております。 

  今後は省エネと再生可能エネルギー、これが中

心になっていかざるを得ない状況が我が国にも

あるという、それがゼロカーボンシティーの使命

であると理解しているところです。 

○相田克平議長 以上で14番山村明議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０９分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、魅力ある米沢の観光づくりについて外１

点、12番関谷幸子議員。 

  〔１２番関谷幸子議員登壇〕（拍手） 

○１２番（関谷幸子議員） おはようございます。

櫻田門の関谷幸子です。よろしくお願いいたしま

す。 

  早いもので、今年もあと僅かとなりました。い

ろいろなことがありましたが、健康で過ごせたこ
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とに感謝しかありません。 

  去る11月８日に畑の仕事をしていましたら、月

の涙と言われる金星食を偶然に見られて、とても

感動いたしました。 

  今、市役所の解体工事が始まっております。入

り口から小学生の絵が学校ごとに展示されてお

り、なかなかいいものだと思いながら通っていま

す。アイデアを出した人はすばらしいと思いまし

た。 

  質問に入ります。 

  大項目１、魅力ある米沢市の観光づくりについ

てお伺いいたします。 

  新型コロナウイルス感染症も日本では収束の様

子で、各方面で緩和されました。しかし、京都や

東京などテレビなどを見ますと、人混みがコロナ

以前よりもすごい状況に見られます。しかしなが

ら、新型コロナウイルスの新たな変異株、オミク

ロン株の感染が世界中に広がり、世界保健機構

（ＷＨＯ）がオミクロン株と命名してから、感染

拡大に歯止めがかからないと言っております。日

本政府も水際対策の強化をしておりますが、国内

においても今のところ今日１名増えまして、３名

確認されました。 

  飲食業や観光業の関係者は、まだまだ厳しい状

況です。本市においてもいろいろなキャンペーン

や政策を考えていただいておりますことには感

謝申し上げます。また、本市のまちづくり総合計

画後期基本計画の中でも、政策１－２、「自然と

文化、歴史を活かす観光の振興」とあります。ま

た、基本理念として「市民が積極的に参加するま

ちづくり」とあるので、市民も巻き込んで盛り上

がるような観光のまちづくりをぜひ行ってもら

いたいと考えますが、どんな政策を考えていらっ

しゃるでしょうか。お伺いいたします。 

  観光客に対し、米沢の各地域の観光情報を幅広

くアピールできる情報発信を市民にも行っても

らったらと思いますが、いかがでしょうか。 

  小項目１、運動、ハイキング、ウオーキング、

ヨガなど、温泉、食を組み合わせた観光プランに

ついてお伺いしたいと思います。 

  基本政策１－２、「自然・景観・温泉を活かす」

と掲げております。そこに食も加えて、米沢独自

のプランづくりを考えてはどうか。おいしいもの

を食べて、ゆっくりと温泉で癒やし、適度な運動

をする。これは健康につながります。まして、健

康長寿日本一を目指している本市においても、た

くさんの観光資源を活用しながら、関係団体や事

業所においても協力していただき、前に進めてい

ってもらいたいものです。 

  小項目２、ジビエを観光戦略として活用できな

いか。里山の地域では、猿、イノシシは死活問題

です。電柵設置などいろいろな工夫をしています

が、一向に解決していません。それどころか、ま

すます増える一方です。私の地域でも猿は我が物

顔でその辺にいますし、イノシシは田畑を所構わ

ず荒らしています。 

  そこで、ジビエ料理として提供できないものか。

ＳＤＧｓの考え方からも、捕獲したものをただ捨

てるということではなく、それを感謝していただ

くということもあると思います。いかがでしょう

か。三沢地区においても、猟友会の方々といろん

な料理を試食して頑張っておりますが、そういっ

た努力も踏まえて、一致協力できないものか、お

伺いしたいです。 

  令和３年度の予算に有害鳥獣対策事業費で、ジ

ビエ振興対策として130万円の予算がついていま

す。現在どのような業務が行われているのかお伺

いいたします。また、米沢牛や豚だけでなく、ジ

ビエを加えることも考えられるのではないでし

ょうか。特に今ブームになっていますし、若い世

代の女子にも人気のようです。 

  また、令和２年９月定例会一般質問において、

井上議員が、ジビエ活用に向けた有効な取組を検

討していただきたいとの質問がありましたが、そ

の後進展はありましたでしょうか。あったら、お

聞かせください。 
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  大項目２、観光エリアの空き家への対応につい

て。 

  旅行をするにおいて、景観は非常に重要なポイ

ントになります。特に空き家は残念ながら景観を

損なっております。観光地における空き家の問題

は大変なことと思いますが、今後どのような対応

をしていくかお聞かせください。 

  小項目１、本市の空き家対策は。 

  本市においても、至るところで空き家が見られ

ます。更地になっているところもありますが、今

後どのような対策を考えていますか。また、危険

な状態のところや、雪による被害も見受けられま

す。なかなか難しいことですが、そういった政策

もお聞かせください。また、他の自治体との意見

交換や情報交換などを行って、アイデアをいただ

くということはありますか。今後もそのようなこ

とを考えていくお考えはあるのでしょうか。 

  また、米沢市においても様々な取組が行われて

います。１つ目として、米沢市不良住宅・特定空

家等除却促進事業費補助金制度、２つ目として、

隣接地取得支援事業、３つ目として、空き家バン

ク制度、４つ目として、空き家改修支援事業など

があります。しかし、申請の条件が厳しいのでは

ないでしょうか。もう少し簡素化できないものか

お伺いしたいと思います。 

  小項目２、観光エリアの景観を保つために、空

き家への対応が必要ではないか。 

  観光地の景観形成は大事な要素です。空き家自

体が大きいし、他の問題点もあると思いますが、

少しずつ進めていくことはできないものか、お伺

いしたいと思います。 

  以上、壇上からの質問といたします。よろしく

お願いいたします。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、１、魅力ある米沢

の観光づくりについてお答えいたします。 

  初めに、前段で御質問のありました市民を巻き

込んだ観光の取組についてでありますが、観光戦

略を推進していくためには、行政、観光団体のみ

ではなく、市民や地域が参画し、相互に連携、協

働して進めていく体制づくりが重要であると認

識しております。 

  現在も本市の一大イベントであります米沢上杉

まつりや、上杉雪灯篭まつりなどの四季の祭りの

実施に当たっては、関係機関、団体などから成る

実行委員会を組織し、市内の学校や企業、各種団

体を通じて多くの皆さんに参画いただいており、

市民総参加型のお祭りとして定着しております。 

  また、観光で訪れた人々が本市の持つ様々な魅

力に触れ、感動や共感を呼ぶには、何よりも地域

住民との関わりが不可欠な要素であることから、

本年度策定しました第４期米沢市観光振興計画

の基本施策、観光ホスピタリティの向上の主な取

組である観光ホスピタリティ運動の展開、ホスピ

タリティを実践する人材の育成などを、市民や関

係団体と協働して推進し、ホスピタリティ意識の

向上やシビックプライドの醸成につなげていけ

るよう計画的に取組を進めていきたいと考えて

おります。 

  次に、（１）の運動、温泉、食を組み合わせた

観光プランについてですが、本市には食、温泉、

自然、歴史などの魅力ある観光素材が多くあり、

それらを組み合わせた旅行商品を造成すること

により幅広いターゲットへ訴求できるほか、市内

における滞在時間の延長を図ることにより、観光

消費額の増加につなげ、本市の観光をより発展さ

せることができるものと考えております。 

  御意見にありましたとおり、運動、温泉、食と

いう素材の活用につきましては、観光振興計画に

おける施策の「自然・景観・温泉を活かす」「食

を活かす」「各種ツーリズムの推進」として取り

組むこととしております。 

  現在の観光素材を組み合わせた取組としまして

は、旅行業資格を取得している米沢観光コンベン

ション協会が主体となり、民間事業者や米沢栄養
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大学と連携を図りながら、健康と食をテーマとし

た旅行商品「食べて健康！動いて健康！カラダシ

アワセ大作戦」を本年５月から展開しているほか、

民間事業者で組織され、昨年度から観光事業を手

がけている米沢トリップアラウンド推進協議会

が、観光庁の「地域の観光資源の磨き上げを通じ

た域内連携促進に向けた実証事業」の採択を受け、

食や自然といった地域の魅力をＳＤＧｓの視点

でサステーナブルをテーマとしたモニターツア

ーの実施を予定しています。 

  今後も様々な観光素材を組み合わせたさらなる

旅行商品の造成の取組を推進していくため、関係

団体と連携を図るとともに、コロナ禍における新

たな旅行形態への変化に対応した観光客のニー

ズを把握するため、現在検討を進めている米沢市

版ＤＭＯにおいて着実にマーケティングを実施

し、それらに対応した旅行商品の造成に取り組ん

でまいりたいと考えております。 

  次に、地域で開催されているイベントなどの観

光情報の集約及び発信することについてであり

ますが、御意見にありましたとおり、より効果的

な観光誘客へと結びつけ、観光客の満足度を高め

ていく上で非常に重要なことだと考えています。 

  このため、観光振興計画の中でも効果的な情報

戦略を基本施策の一つとして掲げ、ターゲットを

見定めた、効果的かつ戦略的な情報発信や観光ポ

ータルサイトにおける情報内容の充実など、情報

発信基盤の整備を進め、観光情報をより活用して

いただけるようにしていきたいと考えておりま

す。 

  次に、（２）ジビエを観光戦略として活用でき

ないかについてお答えします。 

  本市のジビエ振興対策の対象鳥獣はイノシシで

進めており、令和２年度から130万円を予算とし

て、イノシシ料理のレシピづくりを行っています。

イノシシの有害捕獲数は、令和２年度の203頭が

過去最高でありますが、ほとんどが猟友会の方々

に自家消費されており、焼いて食べるだけでは飽

きたという声を受け、狩猟意欲を持ち続けて自家

消費をより楽しんでいただくことを目的として、

米沢市有害鳥獣対策連絡協議会において、レシピ

づくりの取組を進めているものです。 

  現在、下処理を含めて誰でも調理できるような

レシピは約40種類となり、今年度末にはこれらの

レシピをまとめた資料を作成し、猟友会の方々へ

の配付を予定しております。 

  次に、観光面からのジビエの考え方と、９月定

例会の答弁以降の進展についてでありますが、そ

の後米沢栄養大学や山形大学の先生、学生にイノ

シシ料理を試食してもらい、衛生面の方法につい

てのアドバイスや食味についての意見交換を行

い、レシピの改善に取り組みました。また、近隣

２市２町の担当者で会議の場を持ち、広域的ジビ

エの取組についての検討を行っております。 

  イノシシや鹿などのジビエの流通方法は、牛や

豚などの家畜とは異なり、寄生虫やＥ型肝炎ウイ

ルスを保有している可能性がありますので、調理

加工時にも衛生管理への注意が必要です。このこ

とから、飲食店でジビエを提供するときには、食

肉処理業の許可を受けた施設から仕入れなけれ

ばなりませんし、銃によって捕獲された場合は、

金属検出器による弾の確認も必要となります。こ

のため、これらの施設などを設置運営するために

は、多大なイニシャル・ランニングコストがかか

るという問題もございます。 

  本市の担当職員が平成29年に視察した栃木県那

珂川町のジビエ加工処理施設については、導入経

費として3,756万5,000円を要したとのことであ

り、年間約230頭のイノシシを処理しております

が、その程度の頭数では施設の健全な経営は難し

いと伺ってきております。本市の試算では、年間

約1,400頭を処理できないと採算は取れず、今の

猟友会の捕獲体制では非常に厳しい状況となり

ます。 

  また、豚熱の問題もあり、イノシシの感染が確

認されている視察先の那珂川町の加工処理施設
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は、現在出荷停止となっております。今のところ、

本市において豚熱に感染したイノシシは確認さ

れておりませんが、高畠町や長井市では豚熱に感

染したイノシシが確認されており、個体を検査し

陽性となれば、陽性の個体が回収された場所から

半径10キロメートル圏内のイノシシの移動が禁

止になりますので、この豚熱の問題を解決しなけ

れば、加工処理や販売は難しいものと考えており

ます。 

  増え過ぎた野生のイノシシを捕獲し、食肉加工

するなど、ジビエを地域の新たな観光資源とする

ことは大変意義のあることでありますが、現時点

ではイニシャルコストの面、猟友会の体制の面、

豚熱の関係から難しいものと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

  〔吉田晋平建設部長登壇〕 

○吉田晋平建設部長 私からは、２の観光エリアの

空き家への対応についてお答えいたします。 

  初めに（１）本市の空き家対策に対する考え方

についてでありますが、原則として空き家に関す

る維持管理は所有者が責任を負うべきものと考

えております。しかしながら、適正に管理されず

放置された空き家は、近隣に対して様々な被害を

及ぼす危険性があることから、市では危険性を排

除するため、米沢市家屋等の安全管理に関する条

例等に基づき、所有者などに対し助言、指導を行

うほか、家屋などが危険な状態にあり、措置に緊

急性がある場合には、管理に必要な最低限の応急

措置の実施も行っているところであります。 

  また、所有者などから、措置を履行することが

できない旨の申出がある場合には、市が安全代行

措置を行っているところであります。費用につき

ましては、所有者などに負担していただいている

ところであります。 

  その他の空き家問題への対応支援策といたしま

しては、老朽化した空き家を除却するための補助

制度であります不良住宅・特定空家等除却支援事

業を設けており、市税の滞納のない空き家の所有

者などが除却する場合、前年度の所得額が320万

円未満の方は最大60万円、市民税所得割が非課税

の方は最大120万円の除却費補助を交付しており

ます。 

  また、周辺環境に悪影響を及ぼす状態ではない

空き家、空き地に対して市が関与することはござ

いませんが、相続放棄などにより相続人が不在の

空き家、空き地の売却を希望する方がいる場合に

は、家庭裁判所の許可を得て、相続財産管理人名

義の空き家を購入することができることから、市

では相続財産管理人選任申立てを行い、空き家や

空き地の利活用を促進しております。 

  管理されていない空き家は、防火、防犯、事故

などの危険性や建物の倒壊の危険性、樹木、雑草

による周辺への弊害などの問題を生じさせてお

り、それぞれ所有者が抱える事情もありますが、

空き家周辺の住民には大きな問題であると受け

止めております。今後も空き家の状態等を注視し、

管理不全な状態を確認した場合には、その所有者

に適切な対応を求めていくことに加え、除却支援

事業の活用なども促しながら、所有者等と課題解

決に向けた協議を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

  一方で、抜本的な空き家の課題解決には、空き

家の存在する地域の方々との連携体制の構築も

必要不可欠であると考えておりますので、今後も

情報提供など問題解決に向けた協力をお願いし

たいと考えております。 

  次に、他の自治体などとの情報交換等の状況で

ありますが、本市は県内でも早い段階で、米沢市

家屋等の安全管理に関する条例を定め、空き家問

題に対応しており、加えて国土交通省が主催しま

す空き家担当研修会や、県の空き家対策会議への

出席など、全国的な事例などの情報収集や意見交

換を行ってきたところであります。 

  空き家に関する利活用や解体、相続などにつき

まして、本市の窓口に相談があった場合には、そ
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の内容によって、公益社団法人山形県宅地建物取

引業協会と全日本不動産協会山形県本部が設置

している山形県空き家活用支援協議会における

やまがた空き家利活用相談窓口との連携や情報

共有により対応しております。 

  また、県の相談窓口につきましては、広報よね

ざわやホームページ、固定資産税通知などを活用

し、周知ＰＲに努めているところであります。 

  さらに、不動産団体、法務団体及び山形県空き

家活用支援協議会などから相談員の派遣を受け、

相談会を開催するなどの連携した取組も実施し

ているところであります。 

  全国的には様々な空き家の利活用事例も報告さ

れており、空き家所有者がどのような利活用を図

りたいのか個別の相談をいただきながら、空き家

対策などについて後押しになるように努めてま

いります。 

  続きまして（２）観光エリアの景観を保つため

に空き家への対応が必要ではないかについてお

答えいたします。 

  本市では、積極的に良好な景観を形成する地区

といたしまして、小野川温泉などの観光エリアを

景観形成重点地区として指定しております。これ

ら重点地区におきましては、良好な景観の形成に

資する事業として、建築物の外観の美化等に対し

まして一定の補助を行っており、これは空き家の

利活用などにも活用できるものと考えておりま

す。 

  また、空き家、空き地の利活用を目的として、

空き家・空き地バンクの運用や、米沢市空き家・

空き地利活用支援事業補助金制度を御利用いた

だきながら、使用されていない空き家の有効活用

を図っているところであります。 

  例えば、市場での流通が困難な空き家物件を取

り扱う空き家・空き地バンクで購入した物件を、

空き家改修支援事業を御利用いただき、空き家を

再生することもできます。空き家を利活用するた

めに必要となる改修工事を行い、機能回復または

向上させるために必要な修繕や設備の改修を対

象としており、市外からの移住の方が住宅を改修

する場合の基本補助額は90万円、移住者以外の方

は40万円となっており、子育て世代や若者世代、

及び重点的に事業を推進する指定区域内の空き

家に対しましては、各10万円の加算措置を設けて

おり、家屋や外壁などの改修により景観の向上も

図れるものと考えております。 

  指定区域につきましては、立地適正化計画にお

いて定めた居住誘導区域としておりますが、今後

予定しております空き家実態調査の結果や空き

家所有者の意向調査等も踏まえて、観光エリアに

ついても区域指定ができないか、今後検討してま

いりたいと考えております。 

  次に、景観形成のための観光施策についてであ

りますが、近年様々な事情により、廃業した温泉

旅館などの建物が温泉街の景観を阻害している

状況も見受けられます。地域全体の魅力の低下、

ひいては観光客の減少につながることが懸念さ

れていることから、観光地といたしまして魅力あ

る景観を維持し、観光客が安心して滞在できる環

境を整備していくことは大きな課題であると認

識しております。 

  現在、観光庁において、新型コロナウイルス感

染症の影響により、危機的な状況にある温泉地な

どの観光拠点の再生を目的とした廃屋の撤去な

どの取組に対する補助制度が設けられておりま

す。また、環境省でも国立公園内の景観改善を目

的とした廃屋撤去に対する補助制度があります

ので、このような国の補助制度の活用も含め、民

間事業者や地域関係者との情報交換を行いなが

ら、景観改善に向けた有効な取組ができないか、

検討していきたいと考えております。 

  私からは以上となります。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） 御丁寧な答弁ありがと

うございました。また、このほどＤＭＯの立ち上

げに早急に取り組んで進めていただいたことに
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深く感謝申し上げます。 

  観光というのは、幅広く奥が深いと思います。

住んでいる人が当たり前だと思っていたことが、

旅行者にとってはすごく感動したり、珍しいこと

だったり、いろいろ私たちが感じていないことを、

ＳＮＳで発信して有名になったところもたくさ

んあると思いますので、やはり情報というのは大

事なのだと思っております。 

  このたび、第４期米沢市観光振興計画の中でも、

既存の観光コンテンツを磨き上げとありますが、

私は例えば刺し子の体験とか、笹野一刀彫の体験

とか、米織の体験とか、こういったものを少しず

つ女子短大生が訪れて行っているように聞いて

おりますので、ただ温泉に来たり、ただスキーに

来たり、トレッキングに来たり、いろんなほかの

目的で来た人たちに対しても、こういうことも米

沢市ではやっているんですよ、よかったら行って

みて経験してみてくださいという発信の仕方も

あるのではないのかと思っております。 

  また、私が見受けるに、結構福島の方たちがラ

ーメンを食べに来たり、米沢牛を食べに来たりし

ておりますが、ただ食べて帰るのだけではなく、

いろんなものを今行っていますよという発信の

仕方も、市民レベルというか、私たちみんな一丸

となってやっていったら、まだまだ発展するので

はないか、にぎわうのではないかと思います。 

  先日ナセＢＡの図書館に行ったら、米沢市の市

民書道展が行われていました。私も前やっていた

ものですから興味があって見たのですが、とても

すばらしい作品ばかりでしたが、人がまばらで残

念だったという気があります。こういったことも、

今書道展もやっていますよと、我々みんなで声が

けしていくということも、少しずつではあるが、

大事なことではないかと思っております。 

  先日、小野川でワークショップを３回行いまし

た。これは本当に住民、町内会長、温泉の方々、

商店街、みんな参加していろいろな意見を出して、

これ３回終了いたしましたが、本当に磨き上げと

いいますか、まだまだやれることがあるのだとい

うことを強く感じた次第であります。 

  その中においても、三沢コミュニティセンター

の中に昆虫館があります。その昆虫館で、従業員

がヘラクレスというカブトムシを孵化させて、２

年がかりで育てたのです。こんな大きいのです。

見たことあるでしょうか。すごく子供たちは感動

して興味津々です。こういったことを発信してい

くことも大事なのではないかと思いますけれど

も、こういったことに関してはどう思いますでし

ょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 旅行形態が個人旅行というス

タイルに変化している状況を踏まえまして、単に

有名な観光地を巡るだけではなくて、ただいま

様々事例を出していただきましたけれども、テー

マや目的に沿った訪問地、体験を組み込んだ旅行

の人気も高まっていると考えております。そうい

う多様化する旅行ニーズにどう対応していくの

か、それから御意見にありましたとおり、どう情

報を発信していくのか、それが大事だと思ってお

ります。冒頭御回答申し上げましたけれども、

様々な情報発信について今検討している段階で

ありますので、その情報をいかに活用していける

ものになるのかどうか、しっかりと考えていきた

いと思っております。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） やはり行政で情報発信

するということもとても大事なことだと思いま

すけれども、市民一人一人が発信していただくよ

うな、例えばホームページであり、ツイッターで

あり、ＳＮＳでありといったほうが、画像を通し

てすごく広まりやすい状況になっておりますの

で、いかに市民の方たちがそういったものを発信

していただけるかどうかというものも大きな課

題だと思いますが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 やはりそれぞれのターゲット
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の旅行ニーズ、それに対応した情報発信、そうい

う意味でＳＮＳであったり、ホームページ、そう

いうものが大変有効な手段であると思っており

ます。どのようにそれぞれの市民の皆さんが気づ

いた点であったり、地域の情報を発信していける

のか、そういう情報戦略をしっかりと今後考えて

いきたいと考えております。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） 先ほど、三沢コミセン

のヘラクレスというカブトムシの件についてお

話ししましたけれども、これは本当に子供たち、

いや、大人の方が見ても驚くような大きさです。

こういったもの、あまり米沢市の方たちは知らな

いというか、残念ながら私たちも発信する努力を

していなかったということがありますけれども、

こういったところを皆さんで発信していって、い

ろんなアイデアが出てくるのです。例えば、昆虫

館一つにしても、ヘラクレス一つにしても、じゃ

あ子供の宿題は小野川でやろうという意見もた

くさん小野川の方たちから出ていますし、そうい

ったことも本当に小さいことですが、大きい効果

があるのではないかと思って、温泉だけではなく、

そういった周りの自然を、オニヤンマなんて見る

と本当に喜ぶのです。ホタルを見に来たのだけれ

ども、すごい、オニヤンマがいると。そういった

ところが、残されている自然が、本当に米沢には

あると思うのです。そういったところも広めてい

って、みんなで市民の方々が本当に観光というも

のに関心を持っていただきたいと思いますけれ

ども、今後も行政でもこういった三沢コミセンの

昆虫館なども、話題に出していただきたいと思い

ますが、どうでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 地域でそれぞれ行われている

様々なイベントなどについては、情報を一元化し

ながら発信していく。そのために、ＳＮＳを有効

に活用しながら、そういうツールの活用について

もしっかり取り組んでいきたいと思っておりま

す。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） ありがとうございます。 

  では、次にヘルスツーリズムという推進事業を

行っておりますけれども、これもすごく私は運動

と温泉と食を組み合わせたプランはどうですか

ということに関して、第４期米沢市観光振興計画

の中にも掲げてありますし、先ほど壇上から産業

部長がおっしゃった「食べて健康！動いて健康！

カラダシアワセ大作戦」というのは、大変いいこ

とだと思っているのです。これをぜひ進めていた

だきたいと思っております。 

  前に私はクアオルトの件について、上山とか湯

布院でやっているものについての質問をしたと

きに、前の産業部長がクアオルトという名称は、

ドイツに行って認定を取らないと非常に難しい

のだということをおっしゃられましたけれども、

別にクアオルトという名称を使わなくても、「健

康になろう米沢で」という題でもいいですし何で

もいいですから、せっかくあるこの温泉とトレッ

キングなり、山があり、自然があり、食がありと

いうところを結びつけていただきたいと思いま

すが、その点についてどうでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 カラダシアワセ大作戦のほか、

現在健康とリハビリをテーマとした旅行商品の

造成に向けて、米沢観光コンベンション協会、そ

して民間団体と協議を行っているところです。 

  このような健康と観光を融合したヘルスツーリ

ズムは、地域の――事例にありました――温泉で

あったり、自然など、健康資源を活用した健康増

進につながるものでありますし、医療費の削減で

あったり、新たな市場の創出、また地域における

雇用の拡大、そういった副次的な効果も期待でき

る分野ですので、そのほかの事業展開についても

今後検討していきたいと思っております。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） 観光と私が思うのには、
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未来につながって、こうありたいという姿、それ

を目指す姿、これは何なのだろうと思いまして、

意見を聞いた方がいるのですけれども、未来につ

ながるということは素材を見つけるということ、

こうありたいという姿というのは、育てていく、

これ皆同じだと思うのですけれども、そういう目

指す姿というのは、伝えるという、この３つが非

常に大事だと思うのです。見つけただけでそれを

育てていくということをしないと、つながらない

ですし、それをまた発信していくということが非

常に大事なことだと思っております。ぜひこうい

ったことを行政だけでなく、私は民間の人たちに

参加していただいて、みんなで発信していったら、

まだまだ米沢の観光というか、にぎわいというか、

先ほど山村議員もおっしゃったように活性化に

なるのではないかと思いますけれども、その点い

かがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 市の持つ様々な豊かな資源を

活用して観光客に満足していただく、そのために

はやはりユーザー目線に立った観光情報をしっ

かりと発信していくことが大事だと思っており

ます。ぜひ市民の皆さんにもそういう情報をお寄

せいただけるような情報発信のツールであった

り、内容を整備、活用できるようにしたいと思っ

ております。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） 第４期米沢市観光振興

計画の一番最後に、市民の方のアンケートという

か、意見が載せられているのですけれども、どれ

もすばらしい意見だと思いますけれども、これ一

つずつ聞いていたのでは、なかなか収拾つかない

ような内容になっておりますので、もう少し絞っ

て、どういった方向で米沢市は進めていくべきか、

観光に対して進めていくかということをお伺い

したいと思いますが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 今回、策定しました第４期米

沢市観光振興計画については、そのような様々な

皆さんから御意見をいただいた内容も踏まえま

して策定したものです。やはり市にとって観光は

大きな産業の一つと考えております。そして、そ

のこと自体が地域を活性化させる手段の一つで

もありますので、ぜひ観光面からの地域活性化に

観光を生かしていきたいと思っております。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） ぜひお願いいたします。 

  次に、ジビエの問題なのですけれども、先ほど

産業部長ができないと言われましたけれども、ジ

ビエって300年も今もって続いているお店が江戸

川区にあるのです。これ、歴史があります。その

当時の名前として、山くじらという名称でイノシ

シが呼ばれていたらしくて、いまだに続いている

ということは、皆さん年に一度は食べたいと、あ

の辺の周りの人がおっしゃっているということ

も伺いましたので、そういった伝統もあるし、ま

たボタン鍋とか、そういったこともできると思い

ます。 

  今、採算が合わないようなお話を伺いましたけ

れども、加工して販売するというのは非常に難し

いと思います。成功している事例というのは、黒

川温泉で今お宿がやっているお店と、あと熊本県

阿蘇市の御夫婦でやっているお店があるのです。

ここはもう予約が取れないのだそうです。どうや

ってやっているのか、そこまでは行ってみないと

分かりませんけれども、非常にイノシシの肉とい

うのはきれいですし、ボタン鍋と言われていたよ

うにきれいですので、すごく見た目もいいですし、

ヘルシーですし、これは少しずつ、相当数のイノ

シシがいるわけですから、そこを何とか活用して、

イノシシの革で鞄作っている方がいらっしゃっ

たり、いろいろ工夫してやっているので、ただた

だ捨てるというのではなく、何かもうちょっと利

活用できるような方向に行ってもらいたいと思

いますが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 
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○安部晃市産業部長 冒頭御説明申し上げましたけ

れども、販売するためには、やはりジビエ専用の

食肉加工処理施設が必要です。その建設後の運営

費であったり、さらには猟友会の捕獲体制など、

ハード、ソフト、両面からの課題があると思って

おります。 

  なお、目下の豚熱の問題もありますけれども、

捕獲可能頭数、猟友会の捕獲体制を考慮し、それ

に対応した小規模な加工処理施設の運営が可能

かどうか、併せて肉だけでなく、飲食店で協力を

いただくことも必要でありますので、そういう小

規模な処理施設の運営が可能かどうか等を含め

た関連の研究を進めていきたいと思っておりま

す。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） 宮崎駿さんの名言に、

大事なことは大体面倒くさいと。だから、面倒く

さいなと思ったら、それは大事なことなのだとい

うことを先生がおっしゃっておられたのを思い

出したのですけれども、できないと思うと何でも

できないのです。だから、少しずつ、どうしたら

できるだろうか、あっちの工夫、こっちの工夫、

皆さんの意見を聞いて、イノシシがかなりいるわ

けですから、大きい施設だと頭数が足らない。猟

友会の人も足らない。そういうのではなくて、で

は少しでもできるということを考えていってい

ただきたいし、実際はやっているお店もあります。

ただ、加工品に対してはあまり成功事例が、調べ

たらなくて、お料理として提供するということが

成功しているというか、需要があるような気がし

ますので、ぜひそういったことを考えて、小さい

加工場でもいいですし、身の丈というか、例えば

空き家などを利用した加工場を造るとか、そうい

ったことも考えながら、進めていっていただけな

いものでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 空き家を活用してというお話

もございましたけれども、まずはやはり小規模な

加工処理施設、あとはイノシシを捕獲される猟友

会のお話もお聞きしながら、地域でそういう身の

丈に合った施設の運営ができるかどうか、それに

ついては研究していきたいと思います。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） よろしくお願いいたし

ます。 

  次に、空き家の件についてお伺いしたいと思い

ますけれども、米沢駅から小野川温泉まで車で行

くと、本当に空き家と空き地がかなりあります。

旅行者にとっては本当に不安だ、小野川温泉はあ

るのかという不安な材料が多々あると思うので

す。そういったものに対して、地権者がいるわけ

ですし、勝手に市のほうでできるというものでは

ないと重々存じておりますけれども、もう少し目

に見える対策というのはないのでしょうか。お伺

いいたします。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 先ほども壇上で申し上げまし

たが、空き家利活用支援事業補助金ということで、

様々な補助メニューを用意してございます。例え

ば家財片づけ等の支援事業ということで、空き家

バンクに登載されている空き家について、こうい

ったものも御利用できますし、例えば隣地取得支

援事業ということで、周辺部の狭隘な宅地につい

ては、その取得をすることによって良好な宅地と

して利用できるような補助制度もございます。 

  一番大きいのは、空き家改修支援事業というも

のがございまして、令和２年度について21件、950

万円ほどの御利用をいただいているという状況

であります。こういったものを活用しながら、や

はり一歩一歩空き家対策を進めていく必要があ

ると捉えているところであります。 

  そういった中でも、空き家対策は発生の予防で

あったり、適正な管理、利活用、管理不全空き家

の対策と、こういう４つの視点を持って今後とも

継続していくものと考えているところでありま

す。 
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○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） 空き家になる理由とし

ては、別な住居へ住み替えるとか、居住者が死亡

している、例えば施設に入るとか、入院するとか、

高齢者のみの世帯が増加しているという傾向が

ありますけれども、ここがちょっと問題で、高齢

者世帯が増加しているということは、今後も増え

ていくということだと思うのです。結構マンショ

ンとかアパートとかが建っていまして、高齢者に

なると雪の対策というか、雪かきが非常に厳しい

ということで、マンションなり、アパートなりに

移るということも大きな要因の一つだと思いま

す。 

  こういったところの対策というのは、何か考え

ていらっしゃるでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 空き家になる原因については、

様々あろうかと思います。高齢化であったり、核

家族化であったり、その家を相続する人がいない

など様々な要因がございます。そういったことか

ら、補助制度などを設けながら解決していきたい

と思っておりますし、先ほど雪害の話もございま

したので、本市の雪害対策についてもお話をさせ

ていただきますと、降雪期には空き家の屋根に雪

が積もりまして、近隣の方から倒壊の危険性や屋

根からの落雪によって通行の妨げになったなど

の雪害に対する通報がされるところであります。

本市におきましては、受付体制を24時間体制にし

ておりまして、市役所に連絡いただければ、市の

担当者が現地等の調査を行いながら、所有者が存

在する空き家であっても、緊急性があるといった

場合については、市において応急措置をするなど、

所有者がいない空き家については、その後の対応

については市が検討するといった、空き家の雪害

に対する対応をしているところであります。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） 空き家の対策に米沢市

で大変努力なさっているというのは理解してお

りますが、ますます大変なことになると思ってお

ります。ただ、空き地の利用については、いろん

なところで利活用している例を申し上げますと、

結構いろんなところで活用していらっしゃって、

山口県の宇部市などでは、若者クリエイティブコ

ンテナ、コンテナを小さい図書館やカフェにして

使っていたり、空き地を地権者の方から３年更新

で借りて、そういうことを行っている。また、佐

賀県でもわいわい！！コンテナプロジェクトと

いうことを、若い人たちがいろんなアイデアを出

して、工夫して、何とかしようと思ってやってい

るところが多く見られます。 

  また、ヨーロッパなどでは、空き地というか、

そういうところに対しては緑化というか、緑の公

園みたいな、ポケットパークというのでしょうか。

そういったことに空き地を利用しているという

ことがありますけれども、米沢市は豪雪地帯です

から、冬のことも考えると厳しいところもあるの

かと思うのですけれども、そういったいろんなア

イデアを出して、そういったことを活用するとい

う方法は考えていらっしゃいますか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 空き家解体後には、その土地

を利用していかないと、良好なまちづくりになら

ないわけであります。そういった観点から、米沢

市でも空き地の利用促進というところで、あるい

は町内会とかで、その空き地を解体後に公的な利

用というと駐車場であったり、そういった利用に

ついても今されている状況でもありますし、先ほ

ど議員から様々なアイデアをいただきましたの

で、その辺を念頭に置きながら、様々今後研究を

してまいりたいと考えているところであります。 

○相田克平議長 関谷幸子議員。 

○１２番（関谷幸子議員） 最後になりますけれど

も、観光地の空き家の対応というところで、鶴岡

市で略式行政代執行ということで、国の補助金を

頂きながら、市で解体したという事例があるので

すけれども、こういったことはかなり難しいと私
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も思っておりますけれども、そういったことも最

終的には考えるということもあるのでしょうか。

小野川温泉の大きい空き家は、もう今すごい、そ

れこそ猿のすみかになっていたり、野良猫のすみ

かになっていたり、非常に衛生的にもよくないよ

うな状況もありますので、そういったところもお

答え願いたいと思います。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 観光地における景観というの

は、非常に大事だと思っているところであります。 

  先ほど具体的なところがありましたが、代執行

という部分につきましては、法的なものに位置づ

けられないとなかなか難しいという状況であり

まして、例えば倒壊のおそれがあったり、衛生上

有害なところになるとか、適切に管理していない

で、景観形成、景観上損ねているとか、そのほか

周辺環境保全のために放置することができない

など、様々な厳しい要件があって、それが認定さ

れますと特定空き家というところで法的に認定

されますので、そういったことになれば、最終的

には代執行ができるということになっておりま

す。 

  ただ、この条件だけでも相当ハードルが高いも

のとなっておりますので、ここまでいくには、相

当の年月と様々な対策と、あと地域住民などとも

様々協議をしていきながら、対応していかなけれ

ばならない課題であると、そういった捉え方をし

ているところであります。 

○相田克平議長 以上で12番関谷幸子議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０６分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０９分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、電子マネーや地域通貨の導入について外

２点、１番鳥海隆太議員。 

  〔１番鳥海隆太議員登壇〕（拍手） 

○１番（鳥海隆太議員） 皆さん、お食事後、こん

にちは。一新会の鳥海隆太でございます。 

  私の今回の質問に入る前に、毎回そうだったの

ですが、時候の話題などを取り入れながら質問に

入っていく、そういったスタイルでありましたが、

明日であれば真珠湾攻撃という話題から入ろう

かなと思ったのですが、今回はそういった話題を

一切抜きにして、すぐ質問に入りたいと思うので

すが、その前に皆さん、積小為大という言葉は御

存じでしょうか。この言葉は、勘のいい方は、こ

の漢字を思い浮かべながら、こういうことだろう

と考えていらっしゃると思うのですが、大事を成

さんとすれば、小さなことから積み上げていく。

それがやがて大事に至っていくと、大きな事柄で

すね。そういうものに近づいていくということで

ございます。こつこつとやっていくということで

あります。この大事を成すことばかり考えて、間

のことを飛ばすと、大事には近づけないよと、だ

からこつこつやりなさいよという言葉でござい

ます。常にこうありたいというように私は常々思

っておりますし、行政の皆さんも、ぜひこういう

積み上げということを考えていただきながら進

めていただきたいと思います。 

  質問に入る前に、もう一つなのですけれども、

先日の話です。私にこういう話がありました。実

はプレミアム付クーポン券の話でございました。

これはどういったことかという中身なのですが、

御存じのとおり、この間プレミアム付クーポン券

を販売したわけです。販売に至るまでは、手を挙

げたい方々を募って、そしてそこで選んでいくと

いうことでありました。前回は500に対して、ち

ょうど500と聞いております。今回は、その500に

対して599件応募があったということです。緊急

経済対策として、皆さん非常に期待しているとい
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うものでございましたので、そのぐらい応募があ

ったのかと思いました。ところが、この599件と

いいますか、者といいますか、その方々を全て拾

い上げるわけではなかったと。500者だけ選んだ

と。それも抽せんで選んだということでございま

す。私がお話をいただいたのは、その抽せんから

外れた99者の中の１人でありました。本市の経済

対策は抽せんなのかということでありました。 

  その話を聞いたときに、前回もたしか同じよう

な議論があったということで、抽せんはないだろ

うと考えておりましたが、やはり抽せんであった

と。説明を聞いたときには、全部委託していると

いうことで本市には責任はないと、簡単に言えば、

そういう答えでありましたが、残された99者がか

わいそうだということで予算化されたのだと思

います。 

  今回の一般質問、私以外の方々、これからも出

てくると思いますが、質問、答弁の中にＳＤＧｓ、

こういった言葉が出てきておりました。私数えて

おりましたら、６回ほどワードとして使われてき

ました。本日ですけれども、結構真剣に捉えてい

るのかと。また、市のこれから進もうと、やって

いこうという中にもＳＤＧｓが入っている。鷹山

公からもつながっているということでありまし

たが、ＳＤＧｓの真髄は何でしょうか。１人も取

り残さない、そういうことではないのですか。し

かし、行ったことはどうだったでしょうか。取り

残さないどころか、選別にかける。選んだ。そう

いうことでありました。 

  もうちょっと言わせていただくと、この発売方

法は店頭販売でありました。私がある店で聞いた

話によりますと、開店10時であるのに朝５時から

並んでいたという方もいらっしゃいました。行け

る人はいいのかもしれない。しかし、身体的な事

情やいろんな事情で行けない人はどうするのだ

ろうかと。それもＳＤＧｓに照らし合わせて見て

いただきたいと。それがこれから本市の進もうと

していることですかと。これは質問ではないです。

私、イントロダクションの部分でしゃべっており

ますので、果たしてそれが適切な道なのだろうか、

私は疑問を持たざるを得ない。もし今後もそうい

うことが起こるのであれば、ＳＤＧｓを下げたほ

うがいい、やめたほうがいい、そのように申し上

げたい。これは質問ではないですから、産業部長、

答える必要ないですけれども、私はそのように思

います。 

  これからもそういったクーポン事業を行おうと

するのであれば、よくよく考えていただきたい。

私は選ばれた人、並べる人だけのそういった事業

であれば、そんなものはやめて、市民全員にちょ

っとずつ配ったほうがいいのではないかと、考え

方を変えて、そうしたほうが手続も楽ではないで

すかと私は思います。ぜひ考えていただきたいと、

冒頭、質問ではございませんが、話をさせていた

だきたいと思います。 

  私の今回の質問は、まず、前回といいましても

私質問したのは６月でありますから、６月に電子

マネーの導入について、地域通貨の導入について

質問させていただきました。その後の状況ですが、

やはりどうなったのか気になります。といいます

のは、６月のあの時点でさえ、電子マネー、キャ

ッシュレス、いろんな話が盛んに上がってきた状

況でございました。その６月から現在に至るまで

もどんどん加速している。その証拠に、いろんな

自治体で似たようなことをどんどんやり始めて

きている。新聞や情報雑誌、またネット上を検索

しても、そういった話題が大きいと。そして、そ

ういった電子マネーとかを導入して、地域循環に

つなげようという動きが活発化してきておりま

す。まして、コロナ禍、有効だということでしき

りに研究しているところもあります。 

  そういった中で、前回６月に質問してから、そ

の後の状況はどうなのかということを、改めてど

うなっているかお聞かせいただきたいと思いま

す。 

  次の質問ですが、私は本市内で経済の循環を大
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いに進めるべきだと思います。金額が多ければ、

それだけ循環も大きくなってくるし、循環のいい

ところというのは、やはり乗数効果が生まれると

いうことだと思います。大きい仕事、民間の話を

するわけにはいかないので、市で行う事業といた

しまして、大きいのはやはりこのような建物、市

庁舎のときにも話をしましたし、今進んでいる病

院、これから出てくるであろう学校、そういった

ものが今後出てくるだろうと思うのですが、市庁

舎のときにも申し上げましたが、私は先ほど申し

ましたように、地元で経済循環をつくるために、

やはりＪＶの業者は、米沢市内の業者、またもう

ちょっと広げて２市２町なのか、置賜圏域なのか、

そういった中で構成すべきだと以前から申し上

げさせていただいております。地元で行う事業で

すから、地元でやったほうが絶対いいに決まって

いる。どこかの大きい業者、資本の大きいところ

に入られて利益を分配されるよりは、地元の業者

で行うべきなのではないだろうかと私は以前か

ら申しておりましたし、これからも考えておりま

す。残念ながら市立病院は違う形になっておりま

すが、それ以降の仕事でも、発注されるだろう仕

事でも、そうなることを祈るばかりであります。 

  その現在までの状況、私もさっき言いましたけ

れども、言ってきている。そういった状況を踏ま

えながら、現在までの発注状況はどうなのかとい

う現状をお聞かせいただきたいと思います。 

  先ほども申し上げましたが、地元業者が行うべ

きであると。乗数効果も生まれてくる。そういっ

た波及効果、こういった部分をどう考えていくの

かもお聞かせいただきたいと思います。また、私

は地元の業者で組むべきだと申し上げておりま

すが、なぜそれが実現しないのか。大体施工する

ときは、地元建設会社の方々が協力して作業を行

っている。本体の大本のところは、直営を連れて

きて行うと。特殊な建物、新庁舎に限って言えば、

免震についてはメーカーが行う、そういったこと

もあろうかと思うのですが、ほとんどそういった

工事でも地元で行っているという状況。その中で、

なぜ地元だけで仕事ができないのか、理由は何か

お聞かせいただきたいと思います。 

  最後の質問になりますけれども、私は常々思っ

ているのですが、公益性とは何なのであろうかと

常々考えております。本市の発注する仕事でも、

いろんな地区に対する補助でも、いろんな団体に

対する補助でも、果たして公益性とは一体何なの

であろうかと。辞書を引いてみると、不特定多数

の者の利益の増進に寄与すると。このように辞書

の上では、国語的な意味では書かれておりました。

公共事業などの本市事業は、全て公益性に基づい

て実施されていると私は思います。 

  思い起こして見ると、数年前の事業でありまし

たが、平和通り商店街アーケード撤去工事です。

これを考えてみたときに、果たしてあのときの公

益性の基準は一体何だったのであろうかと。どの

ような物差しではかったのだろうかと。また、そ

のときは何か特別な行政判断、そういった判断が

あったのかと。部長が判断したのだろうか、市長

が判断したのだろうか、そういった政治判断だっ

たのだろうかと思うわけであります。この事業の

公益性とは一体何だったのだろうか、お聞かせい

ただきたいと思います。 

  あわせて、今中心部でデパートの解体が進んで

おります。大分進んでおります。半分以上はもう

解体されたのではないでしょうか。これは国の事

業を利用して行っているわけですけれども、市も

お金を出しているということで、この事業に対す

る公益性も一体何だったのであろうかと、併せて

御答弁いただきたいと思います。 

  以上、壇上の質問になりますが、答弁をよろし

くお願いします。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、１の電子マネ

ーや地域通貨の導入についてお答えいたします。 

  去る６月定例会における鳥海議員からの一般質
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問では、キャッシュレスによるプレミアム事業や

デジタル地域通貨について、仕組みづくりを検討

していくとお答えしたところであります。この一

般質問を受け、ＩＣＴ推進チームの１グループが、

地域通貨・電子マネーの調査研究を現在行ってい

るところであります。 

  ＩＣＴ推進チームと申しますのは、新たなＩＣ

Ｔ技術を活用した市民サービスの向上を目指し、

各部から推薦された若手職員によって昨年10月

に結成した庁内の研究グループであります。職員

約20名を４グループに分けて編成し、本市と連携

協定を結んでいるＮＥＣパーソナルコンピュー

タ株式会社の職員の指導、助言をいただきながら

活動を行っております。 

  ＩＣＴ推進チームでは、まず先進自治体におけ

る地域通貨などの事例調査を行いました。その調

査において、地域通貨には地域内における経済循

環という点でメリットがある一方、システム導入

費用や使用料が高額になりがちであることや、地

域内店舗や住民の方への広がりが限定的になっ

てしまうなどの課題があり、多くの地域で当初見

込んでいた成果が必ずしも出ていない実態が浮

かび上がってきたところであります。 

  そうした中でも実現可能な取組を研究し、現在、

ふるさと納税の返礼品として、電子ポイントを付

与する事業の実施を検討しております。 

  本市に観光などで来られる方からふるさと納税

をしていただき、市からその返礼品として寄附額

の30％程度の電子ポイントを贈呈し、寄附者の方

はその電子ポイントを市内の地場産品や観光サ

ービスを提供する店舗で、買物や飲食の際に使用

する仕組みであります。ふるさと納税のポータル

サイトを運営する企業がこの仕組みを構築して

おり、既に実施している自治体がございます。今

後、この電子ポイントを使用できる協力店舗を広

く集める方法や、寄附者への周知方法などを検討

し、令和４年度中にはふるさと納税の返礼品の一

つに加え、運用を開始したいと考えております。 

  この事業を推進しながら、地域通貨等の調査、

研究もさらに進めていきたいと考えております。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

  〔後藤利明総務部長登壇〕 

○後藤利明総務部長 私からは、御質問２のうち、

初めに、市内業者だけでジョイントベンチャー、

いわゆるＪＶが構成できないかについてお答え

いたします。 

  ＪＶにつきましては、大規模かつ技術的難度の

高い工事の施工に際して、技術力等を結集するこ

とにより、工事の安定的施工を確保する場合など、

工事の規模、性格等に照らし、ＪＶによる施工が

必要な場合に活用することができるものであり

ます。 

  本市では、米沢市建設工事共同企業体実施要綱

において、土木または建築に係る工事で、設計金

額が３億円以上のもの、または特殊な技術を要し、

かつ、工事の円滑な施工を図るため、特に技術力

の結集を必要とするものなどの工事に活用でき

ると定められております。 

  本市におきましては、市立病院を除き、過去10

年間のＪＶによる工事の実績は８件となってお

り、このうち市外の事業者が代表構成員となった

ものは３件となっております。３件につきまして

は、新庁舎建設工事、庁舎解体工事、人工芝サッ

カー場グラウンド建設工事となっています。その

ほか５件につきましては、全て市内事業者のＪＶ

による工事ですが、新道の駅新設建築工事、新文

化複合施設新設に係る建築工事・機械設備工事・

電気設備工事、それから第四中学校増改築建築工

事となっております。 

  また、新庁舎建設工事の設計施工者の選定につ

きましては、設計施工一括発注方式による公募型

プロポーザル方式を採用し、設計施工者に求めら

れる資質として、厳しい工期と限られた予算で完

成させるため、類似施設の設計、施工実績がある

ことのほか、労働力の確保能力、資材調達力、コ
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スト競争力に優れていることを必要としたもの

であります。 

  さらには、新庁舎の機能として重要となる、議

員お述べの免震装置の設置工事につきましては、

型枠工事やコンクリート工事等に精緻な施工が

要求されることになりますが、その施工はメーカ

ーをはじめ、各工種ごとの下請業者による施工が

必要となります。総合建設業者の現場代理人は、

これら複合する工種を総合的に統括する高い施

工監理能力が備わっているものと認識しており

ます。 

  このようなことから、ＪＶの代表構成員は、建

築一式工事の総合評定値の点数が1,700点以上の

者とし、構成員のいずれかが延べ床面積5,000平

方メートル以上かつ免震構造の施工実績を有す

ることなどを要件としたところであります。その

結果、新庁舎建設工事の施工者につきましては、

総合建設業を代表構成員とし、その他の構成員は

市内に本社を有し、建築一式工事Ａランクの者と

のＪＶとなったものであります。 

  また、庁舎解体工事につきましては、地下軀体

解体の考え方に関しまして、市内の建設業者５社

に対して事前にアンケートを行いました。その内

容は、解体時の地下水対策を含む仮設計画につい

て、市で検討している工法によっての解体が可能

であるかを確認するものでありました。これにつ

きましては、工事の安全性を図りながらも、解体

費用を抑制する有効な工法として考えたもので

ありますが、アンケートの結果では、５社のうち

４社が難しい、１社が可能であるという内容であ

りました。 

  このような結果を踏まえ、地下軀体解体の遅延

により、工期延長や様々なリスクにより建物解体

後に予定している外構の駐車場整備も遅れるな

どの支障が生じ、市庁舎を御利用する方々に御不

便をおかけしてしまうことのおそれを避けるた

め、さらには別工法の採用による工事費の増額も

抑制する必要があったことから、多くの知見や不

測の事態などにも対応できる業者を選定したも

のであります。 

  次に、本市の建設工事は地元業者ですべきでな

いかについてお答えいたします。 

  本市の工事等の発注に当たりましては、本市競

争入札参加者登録簿に登録されている市内の事

業者を指名し、入札等に付することを基本として

おります。これは言うまでもなく、市内の事業者

が受注することにより、当該工事に必要な労働力

や資材等が市内事業者から供給され、市内の経済

活動に大きな波及効果が期待できるものであり

ます。 

  今年度におきまして、11月30日現在、契約検査

課において入札を実施し、契約に至った工事は65

件、このうち市内事業者による工事は57件であり、

約９割が市内事業者となっております。 

  なお、市外の事業者が受注した工事につきまし

ては８件であり、このうち県内事業者が４件、県

外事業者が４件となっております。その主な理由

といたしましては、事業者の選定において、精密

機器等の工事の保守点検事業者などに限定され

たことや、有資格者を有する事業者が市内に存在

しないなどが挙げられます。 

  このように指名に当たりましては、原則として

市内事業者を優先するものとしておりますが、必

要に応じて置賜管内事業者、県内事業者、県外事

業者の順に枠を広げて対応しているところでご

ざいます。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、３の行政判断の公

益性とは何かのうち、平和通りアーケード撤去事

業についてお答えいたします。 

  平和通りアーケードにつきましては、これまで

の経緯でありますが、昭和52年度に国の中小企業

高度化資金制度を活用し、平和通り商店街の活性

化、通行する市民などの来街者の利便性向上を目
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的に設置されましたが、40年余りの経過に伴い、

経年劣化による柱脚の腐食や天板等の損傷が著

しく、それらの一部が既に倒壊するなどしており、

老朽化したアーケードが冬期間の積雪荷重によ

って倒壊するおそれが高いとの判断から、当時の

平和通りアーケード管理会から本市に対し、アー

ケード撤去に係る財政支援の要望書が提出され

た経緯がございます。 

  商店街が設置したアーケードにつきましては、

所有者であります商店街組織に管理責任があり

ますが、全国的に商業集積機能を失った商店街組

織が、アーケードの維持管理はもとより、撤去費

用を捻出することも困難な状況にあり、適切な管

理が行われないまま老朽化が進行し、来街者をは

じめとした通行人の安全が確保できないなど、全

国的に社会問題化したことから、国としても安全

で快適な商店街環境を確保し、都市機能の一部と

してアーケードを通行する人々の安全を確保す

ることは公益性が高いものと判断し、商店街が保

有するアーケードを撤去する際に係る経費の一

部を助成する制度が創設されました。 

  しかしながら、本市の平和通りアーケードの撤

去の検討を始めた時期には、既に国の助成制度が

終了していたため、この支援を受けることができ

ない状況でありました。 

  また、本市におきましても、市独自の支援策で

ある商店街施設近代化環境整備事業費補助金を

創設しており、その中の補助対象経費にアーケー

ドの撤去費用も盛り込んでおりましたが、補助上

限額が500万円、または補助対象経費の２分の１

以内と規定されていることから、当時平和通り商

店街では商店の相次ぐ廃業による会員の減少に

より、自己資金の調達が極めて困難であり、その

活用も難しい状況でありました。 

  このようなことから、市としましては、平和通

りが児童の通学路に指定されていることや、アー

ケードが日々不特定多数の市民が通行する公道

上に設置してあること、また冬の積雪に耐え切る

ことが難しいとの現地調査の結果を踏まえ、倒壊

などの重大な事故が発生する危険性が極めて高

いと考えまして、市民を危険から守り、安全・安

心を確保するという観点から、その撤去は公益性

があるものと判断し、平和通りアーケード管理会

や商工関係団体と協議を重ね、アーケード解体工

事に係る費用の一部について、地方自治法第232

条の２「普通地方公共団体は、その公益上必要が

ある場合においては、寄附又は補助をすることが

できる」との規定に基づきまして、補助すること

を決定したものであります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

  〔吉田晋平建設部長登壇〕 

○吉田晋平建設部長 私からは、３、行政判断の公

益性とは何かのうち、本市中心部のデパート解体

工事の公益性があると判断した根拠についてお

答えいたします。 

  御質問の本市中心部のデパートの解体工事につ

いてでありますが、当該建築物は昭和45年に建設

された地上６階建て、床面積9,500平方メートル、

鉄筋コンクリート造、百貨店の用途の民間大規模

建築物であり、当時の耐震基準により建設されて

いることから、建築物の耐震改修の促進に関する

法律、いわゆる耐震改修促進法に規定する要緊急

安全確認大規模建築物に位置づけられている建

築物であります。 

  要緊急安全確認大規模建築物につきましては、

特に災害時に建物が被災した場合の影響が大き

く、公共性の高い建物であり、地域防災の観点か

ら優先的に耐震化を図る必要がある建物である

ことから、法令に基づく耐震診断の義務づけ、及

び耐震診断結果の公表が求められております。 

  本来であれば、当該建築物の耐震補強工事また

は解体工事につきましては、その所有者が自らの

責任において実施すべきところではありますが、

特に公益性等が高く、優先的に耐震化を図る必要

があるとされている要緊急安全確認大規模建築
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物につきましては、国の補助制度が創設されてお

り、この補助制度を活用した上で解体工事を実施

しているところであります。 

  本市といたしましては、当該建築物が耐震改修

促進法を見据えた国の補助制度の対象建築物で

ある、要緊急安全確認大規模建築物に該当するこ

とから、公益性がある建物と判断しているところ

であります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 鳥海隆太議員。 

○１番（鳥海隆太議員） 前回の質問、電子マネー

の件でありますが、進められるところはもうどん

どん進めていただきたいと思うわけであります。

全て一斉に進めろというわけではなくて、進めら

れるところは早く進めて、幾らでも早く、使いや

すいものを考えていったほうが、やはり市民のた

めと、市民にプラスになるのではないかと考えま

すし、中には電子マネー、電子媒体、そういった

デバイスを使えない方もいらっしゃると思いま

すので、やはり紙媒体も両立てで検討していく必

要があるのかと思いますので、今後とも詰めてい

ただきたいと思います。 

  ＪＶの件なのですけれども、壇上でも申し上げ

ましたが、工事するのは地元業者なのです。人集

めだとか、材料どうのこうの、技術者どうのこう

のということもおっしゃっていましたけれども、

全て実際に動くのは地元の業者なわけです。地元

の業者がやっているわけですから、ＪＶを組んで

地元でできないわけがない、このように思うわけ

なのです。 

  私は、何も別に業界から言われて、こんな質問

しているわけではないです。市内の経済循環をい

かにつくるかということを考えたときに、大きく

お金が動くのであれば、それはそこからやってい

ったほうがいいと。私は前にも言いましたけれど

も、県外から、米沢市外の業者が米沢市に来て仕

事をしていく、それはそれでいいですけれども、

市民のお金も使うわけですから、ぜひとも米沢市

内の業者の方に循環していただきたい。このよう

に思うわけです。外にお金を持っていかれるのは

非常に悔しいと。市内で循環をつくるべきだと。 

  先ほど私が、技術的には問題ないと申しました

けれども、私は問題ないと思うわけですが、見解

といいますか、先ほどのような答えになるのかと

予想はしますけれども、私は地元の業者にやって

もらいたい。そういう思いで質問しておりますが、

不可能なのでしょうか。こういった考えというの

はどうでしょうか。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 壇上でも申し上げましたけれ

ども、第一義的には私たちも地元業者、市内の事

業者を指名して受注していただきたいと思って

おります。なので、過去10年間の間での市外の事

業者が代表構成員となったＪＶにつきましては、

３件にとどまっているわけでありますけれども、

いずれも特殊な事情を要したことから、いわゆる

県外の大手事業者が代表構成員となったＪＶと

なったものでありますけれども、特に庁舎につき

ましては、当時としてはオリンピック需要なども

ありまして、労働力確保、資材などのこともあっ

たことから、どうしても、当然技術力もありまし

たけれども、そういった背景がありますので、県

外の事業者のＪＶになったところでありますが、

できるだけ市内事業者のＪＶになるように今後

も進めていきたいと考えております。 

○相田克平議長 鳥海隆太議員。 

○１番（鳥海隆太議員） 特殊な事情というのは何

なのでしょうかと言っているわけです。特殊な工

事といっても、とどのつまりは、地元の業者が全

部施工するわけではないですか。違いますか。外

から本体が来て、本体が直営で仕事をするわけで

はないでしょうと言っているわけです。これは前

部長のときからもおっしゃっておりますけれど

も、私も申し上げておりますけれども、そういっ

た違いはないではないですか。それは１兆円売上

げがある会社と比べられたら、それは違うと言う
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かもしれないけれども、技術的には全て地元の業

者が支えているわけでしょう。それでピンはねさ

れてほかに持っていかれる。こんなの悔しくない

ですか。全部米沢市に落としてほしい。それで循

環をつくってほしい。それが米沢市のためになる

のではないでしょうかと言っているわけです。何

でそういった仕組みを考えられないのでしょう

かと。最初からできない理由を、何か並べられて

いるだけのように聞こえるのです。ぜひそれは考

えていただきたい。 

  これは、本当にもう何年も前から申し上げてお

りますけれども、全然進まない。この庁舎を建て

るときも同じようなことを申し上げました。計画

するときも。そして、こう申し上げました。同じ

ようなことを言われました。では、そこまで引か

ないのだったら、どのぐらい地元に協力してくれ

る、還元してくれるのだということを申し上げま

した。そうしたら、毎月毎月は大げさかもしれな

いですけれども、どのぐらい工事金額の中から地

元に発注しているというものを出してもらいま

した。これはこれでよかった。でも、本当は全て

米沢市内の業者に、地元の業者に発注してほしい。

こういうことなのです。 

  そういう中で、私は解体工事も一体の考え方と

思っておりましたが、解体工事は名前こそ地元の

業者が入っておりますけれども、実際作業してい

るのは県外の業者ということであります。そして、

私は先ほど申し上げたように、どのぐらい地元に

地域貢献してくれているのか。その考え方は、解

体工事も私は一緒だと思っていたのです。しかし

ながら、そういうものは一切示されておらない。

これはどういったことなのでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 発注部署といたしまして、業

者選定部署に様々発注する前に技術的意見を申

し上げておりますので、そういった観点から答弁

をさせていただければと思います。 

  地元貢献の縛りをなぜ庁舎解体で設けていない

のかという御質問かと思います。 

  一般的な建設工事の工事監理を行う場合は、高

く求める項目は、安全管理であったり、工程管理

はもとより、品確法に基づく品質管理も高い水準

を求められております。 

  このたびの解体工事につきましては、当然のこ

とながら、解体することが最大の目的であること

から、この工事の性格上、一般的な建設工事と比

較いたしまして、コストをいかに削減できるかが

大きなテーマとなったところであります。こうい

ったところから、価格競争を受注者に求めていく

方法を最優先順位といたしましたことから、今回

指名審査会にお諮りして、ＪＶの指名競争入札と

なったところであります。 

  いずれにいたしましても、でき得る限り、先ほ

どから議員がおっしゃられている、地元経済に資

するという観点に基づきまして、地元業者にもＪ

Ｖの構成員として参画いただきまして、地元事業

者の収益はもとより、当該地元事業者のネットワ

ークを活用していただきながら、幾らでもそのほ

かの事業者にも、本工事に関わっていただくよう

な環境を創出したと。そういった狙いをして、今

回のような業者選定になったものであります。 

  ただ、その参画の狙いは、思いどおり、そのよ

うな形になっておらないという状況でもありま

すので、これまでもＪＶに対しまして、地元業者

の活用についてお願いしてきたところでありま

すが、これからも折に触れまして、継続してそう

いったお願いをしていきたいと考えているとこ

ろでありますので、御理解いただければと思って

おります。 

○相田克平議長 鳥海隆太議員。 

○１番（鳥海隆太議員） 今申し上げている解体工

事については、どのぐらい地元貢献がなされてい

るのか、出していただきたい。見せていただきた

い。先ほども言いましたけれども、議会との約束

だったと私は思っております。どのぐらい貢献が

できるか、貢献するようにということは、あのと
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き、この市庁舎の計画を進めるＪＶを認めるに当

たっての私は条件だったと思います。それは、解

体工事ももちろん含まれていると思っておりま

すし、揺るぎないものと確信しております。 

  そして、地元だけでＪＶを組む、これはもう当

局側から言わせれば、あれが足りない、これが足

りないと言うかもしれないですけれども、技術が

足りないと言うかもしれないですけれども、足り

ないのだったら、育てるのが行政ではないですか。

実績がないから駄目です。あるわけないではない

ですか。そんな、させてもいない工事、実績をど

うやってつくれるのですか。そうでしょう。違い

ますか。だから、皆さんがどう考えているか分か

らないですけれども、私はせめて地元で行う工事

については、地元業者に頑張ってもらいたい。そ

ういう気持ちなのです。そうすることが、市内の

経済循環にもつながると確信しておりますので、

そういった育てることも考えていただきたいが、

どうでしょうか。 

  あともう一つです。市立病院、私はこの市立病

院もしっかりと地元貢献が、どのぐらいの度合い

で行われているのかというものは報告すべきで

あると。市庁舎からの流れを考えると、そういう

ことをすべきであると考えますが、いかがでしょ

うか。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 ＪＶにつきましては、今後、

最大限の努力をしまして、市内の事業者にお願い

するようにしていきたいと考えております。 

○相田克平議長 渡辺市立病院事務局長。 

○渡辺勅孝市立病院事務局長 今回病院建設に当た

りましては、プロポーザル方式を取らせていただ

きました。その際の評価で、地元貢献ということ

で、点数を高めに設定したところです。 

  今回のＪＶにつきましては、地元貢献20億円と

いう具体的な数字を出してくださいました。現在、

最近の進捗率はまだ5,000万円ほどということで、

進捗率はそんなに高くないのですが、今後折に触

れ進捗状況を確認させていただいて、20億円を達

成するよう監視していきたいと思います。 

○相田克平議長 鳥海隆太議員。 

○１番（鳥海隆太議員） ぜひＪＶの件は進めてい

ただきたい、考えていただきたいと。悔しくない

ですか皆さん、米沢市に住んでいて。ほかの業者

が入ってきて、仕事して、上前をはねていく。悔

しくないですか。私は悔しいですよ。全部循環し

てもらいたい。米沢ファースト、言い過ぎかもし

れないですけれども、そのぐらい思っているとい

うことであります。皆さんもぜひ市民のことを考

えると、そのぐらい、どんなことでも考えていく

べきではないかなと思いますので、よろしくお願

いしたい。 

  あと、市立病院なのですが、ぜひ報告を出して

もらえればと思いますので、お願いいたします。 

  公益性の話でありますけれども、先ほど法的に

もということがありました。法的な部分を参照さ

れて述べていただきましたけれども、果たしても

ともとのアーケード、公益性という考え方から、

使われ方も含めて、設置されたものなのでしょう

か。私は単純に、最終的には売上げということを

考えた商業的な施設だったのではないかと思い

ます。そういった施設が、最終的には公益性の下

に撤去されるわけなのですが、もしこれが商業的

なものではなくて、もっと公益性のあるものであ

ったら、もっともっと早く撤去できたのかと思い

ますが、どのように考えますでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 アーケードにつきましては、

市でも公道上に設置するということで許可を出

しております。それは、通行する不特定多数の人

が雨、雪を避けると。そして、快適に通行すると

いうところから、そういうアーケードの設置につ

いて認めているものであります。ですから、その

撤去に当たって、本来は設置者が一番責任を負う

ということが基本になりますけれども、市でも設

置を認めているというところから、道義的な責任
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も発生するということ。さらに、繰り返しになり

ますけれども、今今、もう落ちて危ないという状

況もありましたので、それは通行する不特定多数

の人、ひいては市民の安全・安心を確保するとい

うことから必要だと考えて、撤去したものでござ

います。 

○相田克平議長 鳥海隆太議員。 

○１番（鳥海隆太議員） 私は、今お話を聞いてい

て、安全性の面からも撤去するのが公益性に合致

するという壇上からの答弁だったかと思うので

すけれども、私はそうではないと思うのです。そ

ういうことではないと思うのです。今部長が答弁

したように、市で設置を認めた部分があると。そ

ういうところから、公益性ということを引き合い

に出してきて、市でお金を出したということでは

ないかと私は思うわけなのですが、そうではない

のですか。やはり市がある程度認めた責任がある

からということではないのですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 アーケードの撤去につきまし

ては、管理する管理会、当時のアーケード管理会

が一番の責任を持つべきであります。しかしなが

ら、アーケード管理会の財務状況を見ますと、非

常に厳しい状況ということもお話を聞いており

ました。公益性の確認もさることながら、その補

助をする団体の適格性の確認ということで、団体

の財務状況を確認した上で、最終的に補助金を交

付する結論に至ったところです。 

○相田克平議長 鳥海隆太議員。 

○１番（鳥海隆太議員） ずばり聞きます。もしこ

れが、市が設置した建物であったらどうなのでし

ょうか、構造物だったらどうなのでしょうか。ず

ばり聞きますよ。市で設置しました。地区に移管

しました。地区が維持できなくなりました。同じ

ような、もっともっと単純な話なのではないかと

思うのですが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 アーケードに関して申し上げ

ますけれども、最終的にはやはり管理している団

体なり管理会が責任を負うことになります。ただ、

この撤去の場合、申し上げましたけれども、今今

の危険性が迫っていると。それが不特定多数の市

民の安全を確保するという観点に立って出した

ものでありますので、その事案、事案に応じて考

えていくべきものだと考えております。 

○相田克平議長 鳥海隆太議員。 

○１番（鳥海隆太議員） 事案、事案はあろうかと

思いますけれども、やはりこのアーケードの話と

一緒の例えだったのではないかと私は思うわけ

です。アーケードよりももっと公益性の高い、設

置目的からいっても、設置者からいっても、公益

性の高い事例だったのではないかと私は思って

おります。 

  産業部長に答弁を求めたのはあれだったのです

けれども、総務部長の見解もお聞きしたいと思い

ます。先ほどの、市が、行政が設置して、地区に

移管したと。それで、それが地区で維持できなく

なったと。その維持を市にお願いするという話で

ありますけれども、そういった話は私はもっとさ

らに公益性の高い話ではないかと考えるわけな

のですが、総務部長の見解はいかがでしょうか。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 補助金につきましては、地方

自治法に定めがございます。公益上、必要がある

場合について支出が可能という規定がございま

す。公益上、必要があるか否かにつきましては、

やはり個々の事例に即して認定することになり

ますけれども、全くの自由裁量行為ではないとさ

れております。客観的に公益上必要であると認め

られなければならないということになっており

ますので、先ほど産業部長が申し上げましたが、

アーケードにつきましては、あくまで危険を放置

することで公共の利益が害されるということに

おきまして支出した経過がございますので、公益

性の判断につきましては、そういった客観的な判

断の上に出すことになろうと考えております。 
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○相田克平議長 鳥海隆太議員。 

○１番（鳥海隆太議員） 答弁は別に求めないです

けれども、市で設置したものですよ。市で設置し

たものが、今どうしても維持できなくなっている。

そういったものの公益性は、市で面倒見てくれと

いったときに、公益性はあるかということ、今後

考えていただきたいと思います。 

○相田克平議長 以上で１番鳥海隆太議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ２時１０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１９分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、米沢市学校給食基本方針について、10番

高橋壽議員。 

  〔１０番高橋 壽議員登壇〕（拍手） 

○１０番（高橋 壽議員） 私は、米沢市学校給食

基本方針について質問いたします。 

  （１）統合中学校に自校調理場を整備しようと

した場合の必要面積とその算出根拠を明らかに

してください。 

  （２）統合中学校に自校調理場は建設するスペ

ースはないと教育委員会はしていますが、その検

証はどのようにされたのでしょうか。 

  （３）基本方針の実現に当たってのところに、

小学校、自校調理方式の継続を基本としますとあ

りますが、基本の意図するところは何でしょうか。 

  （４）現在小学校自校調理方式で行っているア

レルギー食対応の食材とその品目数、また中学校

給食センターで予定する食物アレルギー対応の

食材とその品目数をお示しください。 

  以上、４点についてお答えください。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私から、米沢市学校給食基本方

針についての御質問についてお答えいたします。 

  初めに、（１）の統合中学校に自校調理場を整

備する場合の必要面積とその算出根拠はについ

てお答えいたします。 

  米沢市立学校適正規模・適正配置推進ロードマ

ップに基づき、統合を進めた場合における統合後

の中学校施設での自校調理場の施設配置や必要

となる具体的な設備のレイアウトといった作業

は行っていません。 

  また、議員お述べの面積につきましては、米沢

市学校給食基本方針の策定に当たり、中学校にお

ける給食の提供方法を検討する際に、仮に統合後

の中学校に自校分のみを調理する給食施設を整

備するとした場合、統合後の各学校における生徒

数及び教職員等の数に見合った調理食数を基に

した設備規模及びそれらを収容する施設規模に

応じ、最新の学校給食衛生管理基準を満たすため

に必要となる標準的な想定整備面積を、民間業者

の協力を得て試算したものです。 

  給食調理施設の面積につきましては、国などが

示す明確な基準があるものではなく、衛生基準等

に沿った整備をする場合に、想定する施設設備の

水準は、その給食調理施設を整備する主体の考え

方により変わるものと考えております。例えば、

10の学校給食調理施設があれば、同様の調理食数

であっても、整備主体の衛生基準の捉え方の違い

や調理従事者の労働環境に係る配慮の考え方の

違いなどによって、厨房設備のレイアウトや作業

動線に差異が生じ、それに応じて求める水準も異

なることとなり、結果として施設面積もそれぞれ

異なってくることになります。このようなことか

ら、面積については、試算に当たっての考え方は

お示しできますが、算定方法等の具体的な計算方

法があるわけではありませんので、お示しするこ

とはできません。 

  次に、（２）の統合中学校に自校調理場は建設



-124- 

できないとしたが、その検証はどのようにしたか

についてお答えいたします。 

  中学校の統合を考えるに当たって、まずは統合

後の中学校における学校教育活動に必要な機能

は何か、そのための施設やスペースは確保できる

かについて検証することになります。その上で、

仮に学校施設内に全く利用する見込みのない遊

休スペースがあれば、それはどのぐらいあるか、

ほかの目的に利活用できるかといった検討が可

能になります。 

  このような視点で、本市における統合後の中学

校施設を検証した結果、生徒数が増大する統合中

学校においては、十分なグラウンドを確保したい、

必要な教室を確保する、統合後に新たに運行する

スクールバス通学の安全を確保する施設を整備

するなどの新たな施設整備の必要性も加わるこ

とが明らかになり、学校教育施設として利用でき

るスペース、すなわち子供たちの学校教育活動に

供することのできるスペースを最大限確保する

ことが最優先であるとの結論に至りました。 

  また、学校施設の冬期間における雪対策につい

ても十分な配慮をする必要があります。現在、一

定の積雪があった場合は、日常的に押し雪除雪を

実施し、押し雪により敷地内が狭隘となった場合

には排雪を実施しておりますが、統合後の中学校

においては毎日のスクールバスの安全な発着を

確保するため、今以上の細やかな除雪や排雪に注

意を払う必要があるものと認識しております。 

  このため、現在の冬期間における押し雪スペー

スを継続して確保するのはもちろんのこと、より

多くの押し雪スペースの確保にも配慮する必要

があると考えております。 

  したがいまして、議員お述べの差引き余る土地

を、学校教育活動以外の目的に使用できるスペー

スという意味で捉えた場合、そのようなスペース

は全くないと言わざるを得ないところです。 

  次に、（３）の基本方針の実現に当たって記載

した、小学校、自校調理方式の継続を基本としま

すの基本の意図するところは何かについてお答

えいたします。 

  学校給食基本方針を実現するための方法として、

小学校については、現在採用している自校調理を

継続するものとしました。学校給食基本方針の策

定の際に、小学校及び中学校の給食提供方法を検

討するに当たり、小学校において自校調理方式を

維持するためには、小学校における給食調理施設

の建て替えといった大規模改修が必要となり、そ

の改修工事に要する期間も長期間に及ぶことが

想定され、その場合、小学校施設内での給食調理

が長期にわたって不可能になるとの判断に至り

ました。 

  そこで、あくまでも自校調理を継続するための

やむを得ない対策とはいえ、基本方針策定の時点

において、自校調理ができない期間が将来的に生

じることが十分に想定でき、当該小学校において

はこの間、自校調理方式での給食提供はできない

こととなることから、そのような表現を用いたと

ころです。 

  そして、当然この想定し得る小学校での自校調

理ができない期間においては、今般整備を進める

学校給食共同調理場からの給食提供により、小学

校における給食を止めることなく継続すること

になります。このことは、本年４月に米沢市学校

給食基本方針についての説明をさせていただい

た際から重ねて申し上げているところです。 

  なお、議員御指摘の市政協議会における答弁に

ついてですが、その際の御質問の前提としまして、

今後米沢市立学校適正規模・適正配置推進ロード

マップに基づき、仮に新たに使用する小学校の施

設内に給食調理施設がない場合で、その小学校施

設の近傍に共同調理施設が整備されるとした場

合、併せて当該小学校にのみ給食を提供するため

の調理施設を設置するのかという御質問に対し

てお答えしたものと思われますが、新たな公共施

設を整備するに当たって、規模の大小はあっても、

給食調理施設という同種同質の施設を仮に、極め
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て近傍に同時に整備しようということになれば、

施設整備の効率性や財政的な優位性を考慮しな

いわけにはいきませんので、そのような整備を想

定した場合には、共同調理場を当該小学校の給食

提供調理施設として位置づけることも十分検討

に値するものであり、むしろ検討しなければなら

ないものと考えられるといった趣旨から、教育総

務課長が答弁させていただいたものです。 

  このようなことから、学校給食基本方針を実現

するための手段としての小学校の給食提供方法

について、自校方式を基本とした表現の趣旨に、

さきの市政協議会での御質問に対する答弁にお

ける趣旨は含んでおりません。あくまでもさきの

市政協議会での教育総務課長の答弁は、御質問に

対する現時点での市としての考え方をお示しし

たものであります。 

  次に、（４）小学校自校調理方式で行っている

食物アレルギー対応の食材とその品目数は、また

中学校給食センターで予定する食物アレルギー

対応の食材とその品目数はについてお答えいた

します。 

  本市では、学校給食における食物アレルギーの

対応について、平成25年９月に策定し、平成29年

４月に修正を加えた学校給食における食物アレ

ルギーの手引及び文部科学省発行の学校給食に

おける食物アレルギー対応指針に沿って進めて

おります。 

  手引の中で、本市の食物アレルギー対応は、小

学校においては除去食を提供、献立によって一部

弁当持参、毎日弁当持参と３つの区分での対応と

定めております。 

  また、中学校においては、生徒が各自で除去対

応を行うとしており、一部弁当、毎日弁当持参に

ついては、小学校と同じ対応と定めています。 

  さらに、除去食について、現状の設備と人員で

可能な範囲で実施することから、調理手順の最終

段階でアレルゲンとなる食材を加える献立につ

いて、その食材を加える直前に取り分ける方法で

作成します。また、単品で提供するパン、牛乳、

果物などを除去する場合もこれに該当するとし

ています。 

  これに基づき、現在調理過程において除去して

いる食材につきましては、卵が最も多く、続いて

リンゴ、バナナなどの果物類や、エビ、トマト、

乳製品や乳成分が含まれているハムなどで、学校

によりましてはジャコなどの魚類やカニ、大豆な

どがあり、市内小学校で除去している食材を合わ

せまして、延べ17品目に対応しております。また、

単品での除去は、パン、牛乳及び乳製品、果物、

魚卵等になっておりますが、本市においてはアレ

ルギー除去対応食材の品目を統一していないこ

とから、各学校の給食室の現状や人員等により対

応が異なっているのが現状です。 

  共同調理場において目指している食物アレルギ

ー対応につきましては、現在の生徒が各自で除去

する対応から、さきに述べたような除去食の提供

ができるようにするものです。除去する品目は、

今後検討を重ねてまいりますが、義務教育の最終

段階の中学生には、自分の食については自分でし

っかり管理していける能力を身につけさせなけ

ればならないと考えており、将来的な食の自立に

向けた段階的な指導も行っていきたいと考えて

おります。 

  つまり、除去してもらうというところから、自

分で除去できるという、大人になった際でも自分

で対応できる力をつけることが、本市の中学校の

学校給食におけるアレルギー対応の役割である

と捉えております。 

  今後検討を重ね、統合中学校の給食開始までに、

中学校版のアレルギー対応の手引を策定するな

ど、安全、安心な給食の実現に向け、取り組んで

まいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 最初の統合中学校に自

校調理場を整備しようとした場合の必要面積の
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根拠ということをお尋ねしたわけですけれども、

標準的な整備面積をいろいろと検討したという

ことで、考え方は示せるけれども、具体的にその

根拠は示すことができませんということでした。

つまり、これまで私たちが情報公開開示資料で知

り得た、（仮称）東中学校550平方メートル、そ

れから（仮称）南西中学校550平方メートル、（仮

称）北中学校470平方メートルという数字があっ

たわけです。それで質問いたしましたところ、教

育長は９月の一般質問の答弁で、教育委員会から

今の数字をお出しになって、いろいろ御説明、答

弁したわけです。それで、その答弁を聞きました

ところ、550平方メートルなり、470平方メートル、

その積算根拠は分からないのだと、示せないのだ

とおっしゃいました。 

  しかし、考え方の中で、今答弁があったのです

が、その統合時の生徒の数、プラス、教職員など

の数をプラスした食数というのが関わってくる

ということは今おっしゃいました。それから、９

月の予算委員会でもその積算根拠はと私が聞き

ましたところ、食数と、それから一般的なアレル

ギー対応室の面積、あるいは食缶などその他様々

ということでした。 

  それでは、お聞きしますけれども、食数につい

てお聞きしたいと思います。この面積を出すとき

に、（仮称）東中学校、それから（仮称）北中学

校、この面積を出すときの食数は幾らと想定した

のですか。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 積算根拠はということ

を通告していたわけでした。 

  それではお聞きしますけれども、食数というの

は、統合時の、先ほど申しましたように生徒数、

プラス、教職員の数と思うわけです。そうします

と、教育委員会が検討した当時の３月24日の協議

会での資料を見てみますと、（仮称）東中学校、

これは令和７年に一中と五中が統合して新たな

（仮称）東中学校ができます。そしてその後、令

和11年に七中が統合予定で、なりますけれども、

そのときが（仮称）東中学校に自校調理室をつく

った場合の食数のマックスになります。最大の数

になります。それが、この資料ですと616食とな

っています。それから、（仮称）北中学校は令和

８年に開校するわけですから、578食となってい

ます。この数字に間違いないですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 すみません、確認させて

いただきたいと思います。（「通告していますっ

て」の声あり） 

○相田克平議長 時計を止めてください。 

  答弁大丈夫ですか。森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 申し訳ございません。再

度、今議員がおっしゃった、その資料について教

えていただきたいと思います。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 資料といいますか、さ

っきから申し上げているように、食数といいます

から、食数というのは自校調理方式で作った場合、

それからセンターで作った場合も同じように食

数があるわけでしょう。その食数というのは、児

童だけでなくて、先生方もお食べになるというこ

とで、生徒の数と教職員の数を合わせた数という

ことです。その数をお聞きしているのです。その

数が、積算根拠の一つの基になった食数というこ

とでよろしいのかと聞いている。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 申し訳ありませんでした。

今議員がおっしゃったとおりだと思います。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） そうしますと、生徒と

それから先生方の数を合わせたのが食数だとい

うことで、それぞれ必要面積の根拠の一つとした

ということでした。 

  そうしましたら、９月議会で補正予算を組まれ

まして、センター調理の整備事業の計画が、計画

というか、委託事業ということで食数が出ました。
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食数、出ましたね。あれも生徒の数と先生方の数

ということでした。それは間違いないですか。食

数ということについては。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 はい。間違いないところ

であります。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） センターを造るに当た

っての食数について、当初教育委員会の協議会の

資料には2,800食とありました。それを９月の議

会では2,300食に訂正したわけです。修正したわ

けです。その理由というのは、これまでは調理量

で計算していたと。つまり、小学校の調理数を１

とした場合に、その1.3倍が中学校の調理量だと。

調理量で様々計算していたということで、実数に

合わせなければならない正確な面積を出すと、正

確さを期さなければならないので、児童、生徒の

数、プラス、教職員の数に食数を訂正したと。そ

して、2,300食にしたとありました。自校調理方

式の調理室を、必要面積を算定するときに、教育

委員会は調理量で算定していませんでしたか、食

数でなくて。調理量で算定していませんでしたか。

最初お考えだった、センターの2,800食と同じ基

準の調理量で積算していませんでしたか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 はい。今議員おっしゃっ

たとおり、2,800食の根拠につきましては、中学

校の生徒数と教職員数を足して、いわゆる調理量、

１食当たりの調理量が小学校の給食の1.3倍相当

ということで、それを換算し、食数としていたも

のでございます。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） そうしますと、調理量

で計算していたということですね、今の答弁は。 

  では、もう一つ聞きます。（仮称）東中学校の

面積を出すときに、食数については、令和11年の

一中、五中、七中が統合したときの食数616で計

算していましたか。あっ、すみません、間違えま

した。まず、調理量で計算したということは間違

いないですね。センターの2,800食と同じように。

もう１回。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 550平方メートルと、（仮

称）東中学校の今、例を挙げられましたが、550

平方メートルを計算した際については、616とい

う（仮称）東中学校の生徒、教職員、この人数で

もって業者にお示しし、さらに先ほど議員からお

話がありましたように、食缶の数等をお示ししな

がら、敷地面積を出していただいたという経過に

なります。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） そうしますと、センタ

ーのほうはなぜ調理量で業者に協力を願って、事

業費などを算出したと。一方で、自校方式のほう

は食数で算出したと。なぜ食数と調理量、別々に

使い分けて算出したのですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 まず、自校方式の場合は、

（仮称）東中学校、それから（仮称）北中学校、

（仮称）南西中学校と３つの統合中学校、最終的

になるわけですが、先ほど申し上げたとおり、生

徒数と教職員数を加算した、いわゆる人数、食数

でもって出させていただいたということであり

まして、共同調理場につきましては、あくまでも

いわゆる小学校のバックアップ機能ということ

は検証の中で申し上げましたが、それを含んだわ

けではございませんけれども、2,800食、いわゆ

る先ほど申し上げた計算式によって出させてい

ただいた数で、おおよその面積等について出させ

いただいたという経緯でございます。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 食数は面積算出の大き

な要因になるわけです。それで、事業費も比較さ

れたものがあったわけです、自校方式の場合、こ

れだけかかる、それからセンター方式の場合これ

だけかかると。それにも関わってくるわけです、
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食数は。それが、自校方式の場合は、判然としま

せんけれども、今のやり取りで、生徒の数と教職

員の数、合わせたものを食数として自校方式の場

合に計算した。それから、センターの場合は、そ

れに1.3倍掛けた調理量で計算したということで

すか。もう１回確認します。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 はい。計算としてはその

とおりになります。ただ、面積につきましては、

以前から申し上げているとおり、厨房機器メーカ

ーの協力を得ながら、大まかな数字として大体ど

れぐらいの面積が必要かというところについて、

参考までに出していただいた数字ですので、それ

は御理解いただきたいと思います。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 食数は、事業費を試算

するときの大きな目安になるわけです。それで、

自校方式の場合は食数、それからセンター方式の

場合は食数の1.3倍の調理量で算出したと。それ

で比較して、どっちの事業費が高いか、低いかと

いう判断はできないのではないですか。食数は食

数、同じ基準で計算しなければなりません。どっ

ちかに合わせる必要があるのではないですか。今

回、センターの委託事業の中では、調理量2,800

食から2,300食に修正したと。だったら、自校方

式の面積を試算するときには、食数でする必要が

ありませんか。あなたたち、食数で計算したので

はないですか、自校方式の、食数というか、すみ

ません、調理量で。センターで計算したときに使

った調理量、それからその調理量を自校方式の算

定のときにも使ったのではないですか。だから、

もう１回確認したいのです。（仮称）東中学校の

面積を出すときに使った食数というのは幾らな

のですか。調理量なのですか、食数というか、生

徒と先生方の数を合わせた食数なのですか。どっ

ちなのですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 再度、その計算方法につ

いては、確認させていただきたいと思います。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） いや、もし調理量で自

校方式のほうを計算したとなると、（仮称）東中

学校の場合、本来616食で計算しなければならな

いところを、801食、もしくは令和11年度に一中、

五中、七中、３校が統合したときの965食で計算

した可能性がある。（仮称）北中学校についても、

食数578だけれども、調理量で計算したとすると

752で計算したことになる。かなりの差が出ます

ね。だから、ここをはっきりしなければならない

と思います。それを後でお答えください。 

  もう一つ、次に、550平方メートルなり470平方

メートルというのは、いわゆる給食室の全体の調

理スペースだけだと。その他の更衣室などの附帯

施設はもっとかかるのだと答弁されています。普

通だったら、延べ床面積、全体の面積幾らかと試

算するのではないですか。何でわざわざ調理スペ

ースだけの面積を試算したのですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 まず、１点目の御質問で

すが、大変申し訳ございませんでした。今確認が

取れましたので、答弁させていただきます。 

  数字的には、自校式の３つの中学校に建設する

調理施設の共同調理場、いわゆる給食センターに

ついても、同じ中学校、中学生に供する給食とい

うことで、調理数量、いわゆる生徒数と職員数の

合計の人数に1.3を掛けた数字で、同じ基準で面

積は試算しているということであります。 

  あと、２つ目の……（「何で調理スペースだけ

出したのですか。延べ床面積全体を出さずに」の

声あり）あくまでも厨房の業者にお願いしたとい

う観点から、釜の数でありましたり、様々な調理

器具の配置をするには、いわゆる調理スペースと

してどの程度の面積が必要かというところでお

尋ねし、先ほど申し上げたような、材料、数字を

差し上げた上で出していただいたという経緯で

あります。 
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○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 自校方式の場合も、調

理量で計算したとおっしゃいました、調理量で、

自校方式についても。センター方式の場合は、今

回は修正して、食数に直して試算しますというこ

とになったわけですね。だから、調理量でいった

ら、例えば（仮称）東中学校は令和８年度の３校

が一緒になった場合として、965、２校ですね、

すみません、令和８年度。２校が統合した場合801

ですよね。でも、実際の食数は616、かなりの差

が出ているわけです。これは必要な面積に反映す

るのではないですか。だとすると、550平方メー

トル必要だと。調理スペースだけですよ。そこか

らは、かなり面積は狭くというか、もう少し小さ

いスペースになりませんか。数値が落ちていくの

ではないですか。そう思わざるを得ませんけれど

も、そういうこととでよろしいですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 今の議員のお話は、確か

に計算上は、人数、食数でもって面積を出してい

るという根拠でありますので、当然ながら1.3を

掛ける前の人数で面積を計算すれば、より少ない

面積にはなると思います。ただ、550平方メート

ルという数字にとらわれていると思いますが、以

前から申し上げていたとおり、中学校、最終的に

は３つになるわけですけれども、いずれの学校に

ついても、特に既存の一中、四中につきましては、

（仮称）南西中学校もそうですが、統合によりま

して生徒の数が増えます。当然ながら保護者の数

も増えます。教職員の数も増えます。そういう中

にあって、新たに統合によるスクールバス関連等

の設備、施設も必要になってまいります。そうし

ますと、必ず給食棟を建てれば、さらに学校教育

をしている施設、これについて、それによって子

供たちが活動できるスペースが削られるという

ことになります。教育委員会としては、それはす

べきではない。そして、そうやって削られること

については、生徒自身が望むものではありません

し、指導を行う教職員も望んでいないと考えてお

ります。そういう精いっぱい、部活動、授業、そ

ういった活動ができる環境を整えることが私ど

もの責務と考えておりますので、そのような形で

共同調理方式を採用させていただいて、自校の給

食棟については設置しないという方針に至った

ということで、まずは御理解いただきたいと思い

ます。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 調理量で計算した場合

は、食数で計算したより1.3倍増えると。食数で

計算すべきだと思うのですよね、今回センターの

場合のように修正したわけだから。そうなると、

調理スペースだけでの数字を出していますけれ

ども、それだって1.3倍で割り返して、７割ぐら

いになるのではないですか、恐らく。 

  それともう一つ、先ほど申し上げましたように、

調理スペースだけ面積を出してもらったという

のは、いかにもおかしな話だと思います。普通だ

ったら、どれだけ面積が必要かということで、延

べ床面積、全体の面積を出してもらう。あるいは、

厨房メーカーが出せないのだったら、参考にしな

がらも、教育委員会独自でその面積を出して、調

理室を建てるにはこれだけ必要なのですという

数字を出さなければならないのではないですか。

それを、調理室だけ出したというのは、どう見て

も私はおかしな話だと思います。だって、調理室

だけで給食できるはずないですもの。附帯施設を

含めて、全体として給食室というのはあるわけで

しょう。 

  そうしましたら、今いろいろおっしゃいました

ので、上郷小学校の390平方メートルの給食室、

これはハサップ対応していると。300平方メート

ルが調理スペース、残りの90平方メートルがその

他の施設、全体として390平方メートルというこ

とです。 

  なぜ上郷小学校が、教育長も言ったように広い

スペースになっているのかという話ですけれど
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も、親子給食を始めるときに、上郷小学校の建て

替えがあったので、給食室も建て替えました。新

しく造った給食室で親子給食を始めたわけです。

そのときの資料があるわけです。なぜ390平方メ

ートルにしたかという、それは平成19年９月26日

の教育委員会の会議の資料があります。これで必

要面積、上郷小学校の建て替え後の給食室の、400

平方メートルとなっています。390平方メートル

ですから、大体400平方メートルというのは間違

いないと思います。食数といいますと、上郷小学

校とそれから七中の食数を合わせた数字、つまり

親子給食の食数なのです。つまり、555食を調理

能力として確保できる調理室だから、390平方メ

ートルものハサップ対応ということもあります

けれども、広さになっているわけです。 

  今回、（仮称）北中学校、統合時の食数は588

食です。そうしますと、上郷小学校で親子給食を

始めたときの食数は555食ですから、ほぼ同じと。

そうなりますと、（仮称）北中学校での給食室の

必要面積というのは、全体として390平方メート

ル、調理スペースだけで300平方メートルで間に

合うのではないですか。平成23年に始まった七中

の親子給食ですから、若干古い資料かもしれませ

ん、平成19年の教育委員会資料ですから。参考に

しても、大体こんな感じで調理室のスペースは、

あればできるのではないかと私は思います。（仮

称）北中学校で。 

  それで、９月定例会の予算委員会でもいろいろ

紹介させていただきました。川崎市の場合と、さ

いたま市の場合、それで川崎市の中野島中学校、

繰り返しになりますけれども、調理スペースだけ、

これは225平方メートル、これは２階建てになっ

ていますから、敷地面積がこれだけしか要らない

わけです。これで、今令和３年５月１日現在で691

食を作っているわけです。調理能力が1,000食。 

  それから、犬蔵中学校というところでは、247

平方メートル、これは実績として令和３年５月１

日581食、調理能力700食です。それで、これはレ

イアウト図も見させていただきましたけれども、

ハサップ対応もしています。そういう調理室。 

  米沢市で（仮称）北中学校なり、それから（仮

称）東中学校で、これで建てたら、私は十分建て

られるスペースが出てくると思うのです。 

  それで、今部長がおっしゃったスペースの問題、

議長の許可をいただきまして、資料としてサイド

ブックスに上げておきましたので、お聞きしてい

きます。 

  まず、第四中学校の網かけの資料ですけれども、

ここでまずお聞きしたいのは、スクールバスの駐

車場回転スペースと斜線を引いています。スクー

ルバスは何台必要で、必要面積は何平方メートル

ですか。それから、職員来客駐車場とあります。

ここは、それぞれ職員来客駐車場、台数何台で必

要スペースは何平方メートルと見込んでいるの

ですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 申し訳ございません。職

員の駐車場の駐車台数までは確認しておりませ

んので、しばらくお待ちいただきたいと思います。 

  なお、面積につきましては、今議員図面お示し

になられましたけれども、教育委員に対し、方針

等を検討するに当たって、我々事務局からおおよ

そこの辺にこれぐらいのエリアで確保しなけれ

ばいけないという位置をお示しした図面でござ

いますので、具体的な、例えば旋回、駐車等の面

積について、数字を押さえたものではありません。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 図面の斜線について、

斜線の面積を聞いているわけではありません。ス

クールバスの駐車場、このスペースは何平方メー

トルですかと聞いているのです。それから、来客

用の駐車場のスペースは何平方メートルと見て

いるのですかと聞いているのです。今すぐ数字が

ないとしたら、そういう数字を出して、それでこ

の駐車場全体の面積は幾らかというのを出して

差し引き、残った面積は給食調理室は建てられる
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面積ではないと判断したということです。そうい

うことでよろしいですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 先ほどの質問であります

けれども、統合後の駐車場の駐車台数につきまし

ては、これからスペース等の精査も進めてまいり

ますので、現在のところ、台数については押さえ

ていないというところであります。 

  あと、２番目の質問でございますが、例えば学

校敷地全体から校舎の面積、屋内運動場の面積、

あるいは先ほど議員がおっしゃった駐車場の面

積を差し引いて、これぐらいのスペースがあるの

で、果たしてここに給食調理場を建てることがで

きるのかという考え方はしておりません。あくま

でも学校敷地内において、先ほど繰り返し申し上

げましたが、子供たちの教育環境、それを最大限

に確保するということが我々の責務と考えてお

りますので、550平方メートル、470平方メートル

といったおおよその調理場の面積をお示しはし

ましたけれども、これに限らず、より少ない面積

でも、もう建てるスペースはないと判断しており

ますので、決して総敷地面積から引き算をしてい

って、遊休地があるかどうかということについて、

その面積と調理場の面積を比較して、建てられな

いという判断をしたわけではございません。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） それは理解し難いでは

ないですか。説得力がないのではないですか。例

えば第四中学校の校舎の北側のスペースに建て

ましょうと、建てるならここだと教育委員会の考

え方はなっているわけですね、協議会の資料の中

には。全体がこのぐらいの面積がありますと。そ

して、スクールバスの駐車場、回転スペースがこ

のぐらい必要だと。職員と来客の駐車場は、統合

したときにこれだけ必要だと押さえていって、そ

れで残ったスペースはこれだけある、あるいはこ

れだけしかない。それで、試算をしている470平

方メートルの調理場を建てるスペースがある、な

いと判断するのではないですか、普通は。そうい

う具体的な数字も出していらっしゃらないので

すか。出しているのか、出していないのか、お答

えいただけますか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 先ほど教育長の答弁でも

させていただいたとおり、そういった計算はして

いません。あくまでも現在の学校施設、子供たち

が活動する面積、エリア、それを削ることはでき

ない。調理場は建設すべきではない。学習環境を

守っていく必要があるという観点から、建設はで

きないという判断をしたところです。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） では、四中の場合は用

地の北側で子供たちの学習環境を守るというこ

とですけれども、そのためにここに建てられない

というのですけれども、教育環境にどういう影響

が出てくるのですか。北側の駐車場に建てる、建

てないということについては。スクールバスの駐

車場、それから職員の駐車場、あるいは雪の問題

とあるわけでしょう。問題になるとしたら、スク

ールバスの乗り降りの際の安全確保という話で

すよね。それだけですね、学習環境は関係ないの

ではないですか、それは。だから、一中の場合も、

そうしますとスクールバスの駐車台数、回転スペ

ースの面積も出していないと。それから、職員、

来客用の駐車場の必要面積も出していないとい

うことですね。どうなのでしょうか。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

○土屋 宏教育長 バスの駐車につきまして、ぜひ

今の二中を見ていただくと分かるように……

（「いや、数字を出しているのか、出していない

のかとお聞きしているのですけれども、数字」の

声あり）バスはそこに止まるわけです、止めてお

くわけです。ですから、バスが来て、子供たちが

乗り降りするのではなくて、安全を確保するため

にスクールバスはそこに止めてという駐車をす

るスペース、そしてそこに入ってくる。そういっ
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たことが必要なので……（「だから、その面積を

出していますか」の声あり）そこを考えていただ

ければ御理解いただけると私は思いますが、いか

がですか。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 私がお聞きしているの

は、スクールバスの駐車場、回転スペース、それ

から来客用の駐車場、職員の駐車場、スペースが

どれだけ必要かとそちらで見ているのかと聞い

ているのです。そういう数字は出していないとい

うことですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 先ほども答弁させていた

だきましたが、議員お示しの図面、教育委員会で

作った検討資料ではありますけれども、面積は出

しておりません。大まかなエリアとしてお示しし

たということであります。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 数字を出してなくて、

それで550平方メートルとか470平方メートルの

調理室を造れないという話は、どう考えても納得

できないではないですか、それは。これだけのス

ペースの中に収めるには、これだけの様々必要な

面積、取らなければならない面積がありますとい

うのがあって、初めてこれは取れる、取れない、

調理室を造る、造れない、そういう判断をするの

ではないですか、普通は。まあ、それはしていな

いということが分かりました。 

  それで、話は戻りますけれども、調理室の面積

をそれぞれ（仮称）東中学校が550平方メートル、

（仮称）北中学校470平方メートルと出したと。

一体全体、調理場全体の面積というのは幾らにな

るのですか。それも出してないのですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 自校調理方式についても、

センター方式もそうですが、どの程度の施設にす

るかということについて、しっかりと方針を定め

て詰めていかないと、きちんとした面積は出ない

と思っておりますので、附帯施設についてどの程

度整備するか、それについての方針を定めてから

と考えております。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） センターの必要面積で

はなくて、自校調理方式の、（仮称）東中学校の

550平方メートルの調理スペース、そこはお出し

になったけれども、全体の事務室なんかを含めて、

その面積というのは出していないということで

すか、必要な面積。さっきから申し上げています

けれども、調理場建設に必要な面積、それは単な

る調理スペースだけではなくて、附帯施設も含め

て全体の面積がどれだけということが分からな

ければ、判断できないと思います。 

  それで、私は何で調理スペースしか試算を出さ

ないのかと聞きましたけれども、それで十分だと

いう御答弁だったと思います。全体の延べ床面積

が幾らかということも出していないのですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 全体というのは、調理ス

ペースのほかに、例えば更衣室でありましたり、

控室とか、そういったトイレとかですね。それに

ついては出しておりません。あくまでも厨房機器

メーカーにお願いして出したのは、調理スペース

ということで、先ほど来議員からも、私からも申

し上げている数字ということになります。その数

字の面積すら確保できないということで判断し

たところであります。 

○相田克平議長 高橋壽議員。 

○１０番（高橋 壽議員） 普通一般的に考えれば、

平屋で調理室を造るとおっしゃっていたわけで

す。だとしたら、全体の面積を出すというのが当

たり前ではないですか。調理室の面積だけ出して、

これさえ取れないのだから、全体の面積は取れな

いという話はおかしな話だと思います。 

  それから校舎の北側、（仮称）北中学校であれ

ば、全体の面積でそれぞれ職員、それからスクー

ルバスの駐車必要面積、これも割り出していなく
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て、それで給食室を建てる面積を取れないとおっ

しゃいます。それも何か納得できない話ではない

ですか。理解できません。そんなので市民の皆さ

ん方に説明しているのですか。もう１回お答えい

ただけますか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 私が先ほど来申し上げて

きた答弁の内容で市民の方々には説明している

ところであります。 

○相田克平議長 以上で10番高橋壽議員の一般質問

を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時２０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時２９分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、公共施設等総合管理計画の進捗管理をど

のように行っているか外２点、17番太田克典議員。 

  〔１７番太田克典議員登壇〕（拍手） 

○１７番（太田克典議員） 皆さん、こんにちは。

市民平和クラブの太田克典です。 

  師走に入って何かとお忙しいところ、また寒い

ところ、傍聴においでくださいました皆さんに、

まずもって心から御礼申し上げます。ありがとう

ございます。 

  初当選以来、18回目の一般質問となります。今

回は３項目を取り上げました。 

  １点目は公共施設等総合管理計画の進捗管理を

どのように行っているのかについてお聞きしま

す。 

  傍聴においでいただいた皆さん、そして市民の

皆さんは、この公共施設等総合管理計画というも

のを御存じでしょうか。これは、読んで字のごと

く、米沢市の公共施設全般を総合的に管理するた

めの計画であり、公共施設等と等がつくのは、建

物だけではなくて、道路や橋、公園、上下水道の

施設や水道管、下水道管など、米沢市が所有する

建築物や工作物を含んでいることを意味してい

ます。 

  計画の内容は、これまで建設されてきた公共施

設等について、一斉に更新や大規模改修の時期を

迎えるため、今後そのための財源確保が課題とな

ること。しかし、人口減少や少子高齢化の進展に

より、税収の減少や社会保障費の増加が見込まれ

るため、その財源の確保が困難になることが予測

されることから、公共施設等のうち、いわゆる箱

物と言われる建物系施設の延べ床面積を、今後20

年後までに20％削減しようとするものです。策定

されたのは４年前の平成29年３月です。 

  計画では、さらにこの目標を実現していくため

に、全庁的な推進体制として、米沢市公共施設等

総合管理庁内検討委員会を組織し、公共施設等の

面積縮減目標や維持管理負担額の削減等のフォ

ローアップを毎年行うとともに、統廃合や複合化

に関する方針決定及び維持管理コスト状況を管

理することとされています。委員長は副市長とお

聞きしています。 

  さて、米沢市は今般、中学校に学校給食を提供

するために、新たに給食センターを建設する方針

を打ち出しました。これは、建物系施設の延べ床

面積を、20年後までに20％削減するという目標を

掲げると同時に、原則として建物系施設の新規建

設は行わないとした公共施設等総合管理計画の

基本原則に反するものとなっています。 

  そこで伺います。今後、新たな施設として建設

が予定される学校給食共同調理場（給食センタ

ー）について、新たに建設されるということがど

のように検討され決定されたか。また、将来にわ

たる施設の維持管理費用をどのように見ている

のかお答えください。 

  ２点目は、本市における再生可能エネルギーを

利用した発電施設について、現状はどうなってい
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るか。また、今後の展開をどのように考え、果た

すべき市の役割をどう考えているか、お聞きしま

す。 

  世界的な気候変動の元凶となっている温室効果

ガスの削減が待ったなしとなっている状況の中

で、再生可能エネルギーを利用した発電施設の必

要性がますます大きくなってきています。 

  そこで、まず本市では現在、再生可能エネルギ

ーを利用した発電施設がどの程度建設され、どの

程度稼働しているかお知らせください。 

  再生可能エネルギーを最大限利用し、ＣＯ２な

どの温室効果ガスを極力削減していくこと、これ

までのエネルギー政策の転換を図ることが地球

環境をこれ以上悪化させないために重要である

と考えますが、一方で太陽光パネルなどの施設を

設置することについて、地元住民とのトラブルや

環境・景観を壊すという懸念も広がっているとの

新聞報道があり、実際にこれ以上太陽光発電、太

陽光パネルは要らないという本市市民の声も耳

にします。 

  そこで、こうした声もある中で、今後施設の拡

大をどう図っていくか、そのために市としてどの

ような役割を担っていこうとしているか、お示し

ください。 

  ３点目は、人口減少・高齢化が進む中で、除雪

に関する市民の意見、要望をどのように反映させ

ていくかについて伺います。 

  市街地でも雪の積もる季節となり、この冬の積

雪量と除雪体制への関心が高まってきています。

除雪に関しては、毎年様々な不安の声や要望が寄

せられることと思いますが、まず初めに、市民か

らの不安の声や要望に対してどのように答え、反

映させているか伺います。 

  次に、これまでも要望や課題として取り上げら

れてきましたが、市街地に増えてきている個人が

所有する空き地を、道路を除雪する際の雪捨て場

として利用するようにできないか。その実現に向

けて、市として果たすことができる役割があるの

ではないかと思いますが、改めて市の考えをお聞

きします。 

  以上、演壇からの質問といたします。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、１の公共施設

等総合管理計画の進捗管理をどのように行って

いるかのうち、公共施設等総合管理計画の目的と

計画の進捗管理のほか、公共施設等総合管理庁内

検討委員会での検討状況や、将来にわたる施設の

維持管理費用の見通しについてお答えいたしま

す。 

  学校給食共同調理場に関する個別の事項につい

ては教育長が答弁いたします。 

  また、２の（１）本市における再生可能エネル

ギーを利用した発電施設の建設稼働状況につい

てもお答えいたします。 

  初めに、公共施設等総合管理計画の目的と計画

の進捗管理について御説明いたします。 

  国は、公共施設等の老朽化対策が大きな課題と

なっていることを踏まえ、平成25年にインフラ長

寿命化基本計画を策定するとともに、この動きと

歩調を合わせ、公共施設等総合管理計画の策定に

取り組むよう、平成26年に全国の地方公共団体に

要請を行いました。 

  本市においても、昭和40年代の高度経済成長期

に建設された公共施設が、築後60年の更新時期を

迎えるとともに、昭和60年代から平成初期のいわ

ゆるバブル期前後に建設された公共施設が築後

30年の大規模改造時期を迎えることとなり、公共

施設の維持、更新等の財源確保が困難になること

が予想されておりました。 

  こうしたことを踏まえ、本市では市が保有して

いる全ての公共施設等について、総合的な視点か

ら現状を把握、分析し、長期的な視点をもって更

新、統廃合、長寿命化などを計画的に行うととも

に、財政負担の軽減・平準化を図り、持続可能な

行政経営を推進することを目的として、平成29年
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３月に公共施設等総合管理計画を策定いたしま

した。 

  計画期間は令和17年度までの20年間で、公共施

設等の管理に関する基本原則として、１、公共施

設等の保有総量の適正化、２、維持管理・運営効

率の向上、３、安全、安心で快適な利用環境の確

保の３項目を定め、特に１番目の項目では建物系

施設の延べ床面積の保有総量を20％削減するこ

となどを目標に掲げ、取組を進めております。 

  また、今年６月には一つ一つの公共施設等の基

本方針を定める個別施設計画を策定し、学校施設

長寿命化計画や公営住宅長寿命化計画とともに、

計画的に公共施設等の保有総量の適正化を目指

しているところであります。 

  公共施設等総合管理計画の進捗管理を行う機関

としては、副市長を委員長に、部長級職員で構成

する公共施設等総合管理庁内検討委員会――以

下、庁内検討委員会と申し上げます――を設置し

ております。年度末に当該年度の面積や維持管理

負担額の削減状況を確認しているほか、今後の公

共施設の整備に関する方向性を協議しておりま

す。また、外部の有識者等で構成されている米沢

市行政経営市民会議にも計画の進捗状況等を報

告し、御意見をいただきながら計画を推進してお

ります。 

  次に、庁内検討委員会における学校給食共同調

理場の検討内容について御説明いたします。 

  庁内検討委員会では、具体的に新設や建て替え、

大規模改修、廃止などを進める施設の整備内容等

について、各施設所管課において精査したものを

議題とし、協議を行い方向性を決定しております。 

  学校給食共同調理場につきましては、本年５月

に開催した庁内検討委員会において、教育委員会

から議題として提出され、学校給食基本方針案と

中学校に係る給食提供方式別の比較を基に、今後

の方針を協議しております。 

  なお、総論として申し上げますと、先ほど御説

明した公共施設等総合管理計画の基本原則の１

番目、公共施設等の保有総量の適正化では、延べ

床面積の保有総量の20％削減とともに、原則とし

て建物系施設の新規建設は行わないとしており

ますが、時代の変化に合わせ、必要な公共施設等

の新設は当然あるものと考えておりますので、新

設の公共施設等の面積を含めて、保有総量の20％

削減を目標としているものであります。 

  次に、（２）の将来にわたる施設の維持管理費

用をどのように見ているかについてお答えいた

します。 

  公共施設等総合管理計画では、20年間で維持管

理負担額の10％削減を目指すとしております。保

有総量20％削減の目標との関係としては、維持管

理負担額は固定経費等があるため、施設面積の縮

減量と同等の減少率を見込むことが難しいこと

から、面積縮減量の半分を維持管理負担額の縮減

額と見込み、保有総量20％削減に対して、維持管

理負担額は10％削減を目指すと設定したもので

あります。 

  公共施設の維持管理負担額については、今後個

別施設計画や学校施設長寿命化計画、公営住宅長

寿命化計画の方向に沿って、建物系施設の保有総

量の適正化を図ることで延べ床面積を減少させ、

それに伴い維持管理負担額を減少させることを

見込んでおります。 

  学校給食共同調理場による維持管理負担額の増

額につきましては、庁内検討委員会において毎年

度の維持管理負担額の検証を継続していく中で、

目標に対する進捗管理を進めていきたいと考え

ております。 

  次に、２の本市における再生可能エネルギーを

利用した発電施設の現状に関する御質問のうち、

（１）の本市における建設、稼働の状況について

お答えいたします。 

  国では、固定価格買取制度における再生可能エ

ネルギー発電設備について、導入状況などを市町

村別に公表しており、本市では令和３年３月末時

点で発電設備の合計件数は1,177件、うち稼働し
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ている設備は1,142件となっております。 

  稼働している設備1,142件の内訳とその発電容

量を見ると、太陽光発電が1,134件で約３万2,000

キロワット、風力発電が２件で約7,000キロワッ

ト、中小水力発電が４件で約2,000キロワット、

バイオマス発電が２件で約7,000キロワット、合

計の発電容量は約４万8,000キロワットとなって

おります。 

  午前中の質疑で市長が申し上げました先週土曜

日のゼロカーボンシティ推進シンポジウムを私

も聴講いたしましたが、講師の東北芸術工科大学

の三浦教授からは、現在計画されている再生可能

エネルギーも稼働すれば、本市の一般家庭の使用

電力を賄えるぐらいの発電容量があるとお話し

されていたところでございます。 

  私からは以上でございます。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、１の公共施設等総合

管理計画の進捗管理をどのように行っているか

の（１）今後新たな建設が予定される学校給食共

同調理場について、新たに建設されることがどの

ように検討され、決定されたのかのうち、学校給

食共同調理場の新設と、公共施設等の管理に関す

る基本原則との整合性についての御質問にお答

えいたします。 

  本市公共施設等総合管理計画の公共施設等の管

理に関する基本原則には、建物系施設は今後20年

間に延べ床面積の保有総量を20％削減すること

を目標に掲げ取り組みますと明記されています。 

  今般の学校給食共同調理場の整備に当たり、教

育委員会としては、この計画における基本原則と

の整合性について慎重に検討したところです。 

  現在、親子調理方式により、小学校施設内にあ

る給食調理施設で調理している中学校向け給食

を、小学校施設以外の施設で調理することに変更

しようとした場合、当然調理のための施設を新た

に整備することが必要になります。この場合、各

中学校施設内に調理場を個別に整備する方法と、

各中学校の給食調理施設を集約化し、１か所に整

備する方法の２つの方法を想定したところです。

その際、どちらの方法を採用しても、中学校向け

の給食調理を行うという目的と、機能を持った調

理施設を新たに整備しなければならないという

事情に差異はなく、さきの公共施設等の管理に関

する基本原則に掲げる、建物系施設は今後20年間

に延べ床面積の保有総量を20％削減することを

目標に掲げ取り組みますとの整合性が問題にな

るのではないかと考えました。 

  そこで、米沢市公共施設等総合管理計画の基本

原則の考え方に基づき、中学校向けの給食を調理

するという機能は、現時点において小学校施設に

おいて担っているものであり、また当該中学校向

け給食の調理機能を再構築するに当たり、小学校

以外にその機能を移転するものであることから、

特定の施設が有する機能の一部を移転する、いわ

ば施設機能の更新の一形態と考えたところです。

よって、中学校向け給食調理施設の整備について

は、同計画の基本原則に反するものではないとの

結論に至りました。 

  なお、施設機能の更新を行う場合には、公共施

設等総合管理計画の公共施設等の管理に関する

実施方針に掲げる公共施設の更新時期における

視点を踏まえ、集約化を図ることが適当であると

の考えから、中学校向け給食調理施設の整備に当

たっては、共同調理方式により整備することとし

たところです。 

  この方針の決定に当たっては、当然のことなが

ら米沢市公共施設等総合管理計画を統括する市

長部局との調整及び確認を経て行ったものです。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

  〔安部道夫市民環境部長登壇〕 

○安部道夫市民環境部長 私からは、２の（２）今

後再生可能エネルギーを利用した発電施設の拡

大をどう図っていくか、そのために市としてどの
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ような役割を担っていこうとしているかとの御

質問にお答えいたします。 

  初めに、再生可能エネルギー発電施設の設置を

拡大していく必要があるのではないかとのこと

でありますが、本市といたしましても設置を拡大

していく必要があると考えております。 

  本市は、令和元年９月に策定した地球温暖化対

策実行計画区域施策編において、本市域における

温室効果ガスの削減を図るための施策の３つの

柱として、１つ目に低炭素・循環型社会の構築、

２つ目に再生可能エネルギーの導入、３つ目に森

林等の吸収源対策を掲げてまいりました。 

  さらにその後、令和２年10月のゼロカーボンシ

ティ宣言を契機として、2050年までに二酸化炭素

排出実質ゼロを達成するため、二酸化炭素の排出

量と森林等の吸収による除去量の均衡を図るべ

く、その量をより詳細に推計していくことが求め

られていることから、さきの９月定例会で補正予

算の議決をいただき、現在再生可能エネルギー導

入目標策定基礎調査業務を進めているところで

す。この取組を令和４年度にも継続して行い、再

生可能エネルギー導入目標を策定してまいりま

す。その後、地球温暖化対策実行計画の見直しに

着手し、ゼロカーボンに向けた本市域の再生可能

エネルギーの導入に努めてまいりたいと考えて

おります。 

  また、再生可能エネルギーの導入に当たっては、

発電施設が設置される地域住民の安全・安心を確

保し、発電事業者と合意形成が構築されることは

もちろん、地域で独立した地産地消型のエネルギ

ー利用を進めることで、地域外へのお金の流出を

抑え、地域の利益の向上、メリットにつながり、

さらに系統電力に依存しない災害に強い強靱な

地域づくりに寄与することなどが重要であり、そ

のために必要な役割を市として果たしていかな

ければならないと考えているところです。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

  〔吉田晋平建設部長登壇〕 

○吉田晋平建設部長 私からは、３の人口減少・高

齢化が進む中で、除雪に関する市民の意見、要望

をどのように反映していくかについてお答えい

たします。 

  初めに、（１）の除雪に関する市民からの不安

の声や要望に対して、どのように応え反映してい

くかについてでありますが、市民に対しての米沢

市除雪計画の内容及び除雪に関しての不安や要

望などの問合せ先などの周知につきましては、各

コミュニティセンターからの要望により、地区説

明会を開催したり、市報やホームページで周知を

図っているところで、令和２年度の除雪に関する

問合せ件数は、大雪の影響もあって、各地区コミ

ュニティセンターからの情報提供を含めると、約

1,400件ほどあり、必要により道路パトロールで

現地確認を行いながら、１件１件対応していると

ころであります。 

  市民からの主な問合せの内容は、多い順から、

ざけ取り、圧雪取り、交差点処理等の除雪依頼が

326件、押し雪についての要望が319件、除雪が悪

かった、除雪車が来ないといったものが235件、

除雪車による物損報告が184件などとなっており、

市民が抱える不安や要望などに対しては、市民に

寄り添いながら丁寧に聞き取って対応している

ところであります。 

  今後は、地区説明会に参加できない市民に対し

ても、コミセンだよりに掲載していただくなど、

また町内会に除雪計画書の各戸回覧をお願いす

るなどで周知を図ってまいりたいと考えており

ます。 

  次に、（２）の個人所有の空き地を除雪に利用

するための課題はどう考えているかについてで

すが、個人が所有する空き地等については、市道

除雪の押し雪場として利用している町内が多く

あるところですが、その場合は町内で空き地の土

地所有者と交渉し、厚意や善意といった協力の上

に成り立って、押し雪場として利用している状況
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で、押し雪場が押し雪でいっぱいになれば、次の

除雪に備えて排雪が必要になりますし、春になれ

ば押し雪を片づけるために排雪や雪散らしをし

たり、ごみや砂利を拾うなどきれいな状態で土地

所有者に返している町内もあるようです。 

  このような押し雪場の排雪作業につきましては、

運搬に要する費用、ダンプトラック代を町内が負

担し、それ以外の費用、重機代は米沢市が負担す

るといった本市の助成制度を活用いただいてお

りますが、制度の利用には町内による除排雪協力

会の組織化が必要となっており、令和２年度現在

の除排雪協力会数は484団体となっているところ

であります。 

  この除排雪協力会につきましては、本市の米沢

市雪対策総合計画の中で大きな施策の一つ、市民

協働による雪処理体制づくりとして、克雪対策の

大きな力となっております。これまで実施してき

た各コミュニティセンターでの地区説明会にお

いても、除排雪協力会の組織づくりと排雪作業の

町内負担についても理解をいただいているもの

と認識しております。 

  市といたしましても、さらなる除排雪協力会の

組織拡大は、空き地を除雪に利用するための課題

解決策の一つと捉え、取り組んでまいりたいと考

えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） まずは、御答弁ありが

とうございました。順次質問させていただきます。 

  まず、１項目めでございますけれども、公共施

設等総合管理計画、この目的については詳しく御

説明いただきましたので、市民の皆さんも一定程

度理解できたのではないかと思います。端的に申

し上げますと、このまま現存する公共施設等を維

持していくためには、財源が将来的に不足すると。

あるいは、将来更新のための財源が確保できない。

そういったことが背景にあるのだと理解するわ

けですが、それで間違いないですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 そのとおりでございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 将来にわたっての費用

負担という観点が、私はこういう関連を持ってき

たというのが非常に画期的なことだと思います。

これまでは公共施設といいますと、建設して終わ

りということが間々あったわけですけれども、そ

れに加えて、維持管理費用、あるいは将来の建て

替え費用、こういったものも考慮していく、考慮

せざるを得なくなったというのが実情かもしれ

ませんけれども、そういったことから、公共施設

等総合管理計画においては、ネットコストという

概念が数字的に上がっています。これは施設維持

管理費、事業運営費、減価償却の金額、こういっ

たものが挙がっているわけですけれども、そのよ

うなことで間違いないですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 議員お述べのとおり、ネ

ットコストとして毎年初期のイニシャル費用を

減価償却費という形で後年度に分割した場合に、

毎年どのぐらいお金がかかっていくのかという

ところを表しているところでございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 施設について、そうい

った考えが非常に重要だと。それが、この公共施

設等総合管理計画の肝といいますか、大変重要な

ところだろうと思います。 

  先ほど私も演壇から申し上げましたが、目標値

としては今後20年間で延べ床面積――建物系施

設についてですけれども、20年間で20％削減とい

うことですけれども、実はこれもっと大きな目標

が大本にありまして、今後40年間で床面積の60％

程度を削減する必要があるのだということが書

かれております。ですけれども、当面は20年後に

20％の削減が当面の目標だということでよろし

かったでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 
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○遠藤直樹企画調整部長 40年後までに40％削減す

るという大きなところがあって、当面としておっ

しゃるとおり、20年間で20％削減ということであ

ったと思っております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 11ページ、今後40年間

で床面積の60％程度を削減する必要があります

と述べられています。 

  しかし、保有総量を削減した場合、維持管理負

担額の軽減も図られるものと予想されるという

ことから、先ほどの目標が出たということだろう

と思います。それでよろしいですね。 

  それで、基本原則を述べられましたけれども、

その削減目標、それも基本原則の１番に書かれて

いるところですけれども、２番については先ほど

言ったように、建物系施設の新規建設は行わない

こととするということがあります。学校給食のセ

ンター、これを考えるときに、教育長の答弁では

自校方式、センター方式、どちらも新規に建設す

るものだということで、その点は変わらないのだ

というお話があったと思います。 

  それを検討していく上で、公共施設等総合管理

計画の視点から考えれば、将来の維持管理コスト、

あるいは建設費、そういったものが一体どうなっ

ていくのだということが、公共施設等総合管理計

画の視点から見れば、非常に重要な要素になって

くるのだと思いますが、いかがですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 おっしゃるとおり、今年

個別施設計画を策定いたしましたので、全ての公

共施設の方針が一通り出たわけでございますの

で、それに沿って今後具体的にどのように面積が

削減されていくのかということを把握していく

ことが重要であると考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 自校方式の給食室、そ

れからセンターとも個別施設計画に載っている

のでしたか。載っていませんね。でも、今回新た

に造ろうとしている。なので、それを検討する際

には、公共施設等総合管理計画の先ほどの目的か

らして、将来の維持管理費がどうなるのか、建設

費がどうなるのか、そういう視点が非常に大事だ

ろうとお聞きしているのです。違うのですか、ど

うですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 まだ具体的に共同調理施

設のイニシャルコスト、ランニングコストが試算

されているわけではございませんので、そういっ

たところが出た段階で改めて全体の整合性を取

っていくことが大事だと思っております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） ですけれども、新規に

建設するということは、方針として決定したとい

うことですね。金額が分からない。そういう中で、

センターを建設するという方針を決定した。では、

お聞きしますけれども、将来の金額が改めて算定

できたときに、決定そのものを覆す、そういった

こともあり得ますか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 それは全体の中で整合性

を取った上で調整していくべきものであろうと

考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 整合性を取った上で、

あり得ると私は解釈いたしましたけれども、その

庁内検討委員会での検討結果、検討内容、庁内の

検討委員会の会議録等を見せていただいており

ます。５月20日に実施された庁内検討委員会で、

この給食センターについて検討がなされておっ

たようですけれども、その中では維持管理費を含

めて、金額の話、会議録を見る限り、あるいは資

料を見る限り、金額については記載がありません。

検討されたのですか。いかがですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 まず、先ほどの答弁で、

調整をするとは言いましたが、必ずしもそれは共
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同調理場を建設するかしないかというところを

判断するということではないと御理解いただき

たいと思います。 

  また、庁内検討委員会における議論で、金額の

記載はないようだがという御質問については、そ

のようになかったものと私も記憶してございま

す。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） そうしますと、先ほど

来申し上げていますけれども、公共施設等総合管

理計画の一番肝のところ、将来の維持管理費がど

うなるのか、あるいは建設することによってその

財源負担、どのぐらいなのか、そういったところ

が非常に大事なことだというわけですけれども、

今回の方針を決定するに当たっては、そのあたり

の金額については検討していない。会議録を見た

限りでは、そういう金額についての話は出ていな

い。そういうことでよろしいですね。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 具体的な記載はなかった

かと記憶してございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 金額は出ていない。け

れども、こういう話が出ております。会議録につ

いて、情報公開請求させていただきまして、手元

にあります。最後のところに、比較表でコストは

記載しなかった、あえてだと思うが、ある委員の

発言は、ランニングコストのことも視野にあると

思われるので、それについて質問があった場合に

どう答えるか準備しておく必要があるのだと。そ

ういう委員の発言があります。ランニングコスト

について検討していない、この発言以降も庁内検

討委員会で検討していない、そういうことでよろ

しいですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 庁内検討委員会での議論

はなかったものと記憶してございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 基本方針で建物系の公

共施設については、原則として新規建設は行わな

い。公共施設等総合管理計画の最も大事なところ、

将来の維持管理費がどうなるのか、建設費がどう

なるのか、そういったところをきっちり検討して

いく。私は、新しい施設を絶対造るなというわけ

ではないですけれども、当然新しい施設を建設す

るに当たっては、およそ慎重になるべきだと。極

力慎重に、十分に検討すべきだと思います。委員

長の副市長にお伺いしますが、私はそう思います

けれども、委員長としてどうですか。 

○相田克平議長 大河原副市長。 

○大河原真樹副市長 今議員が申されたような、必

要と思われるものについては、やっぱり造ってい

かなければいけない。やっぱり慎重さも必要です

けれども、教育委員会がいろんな課題を考えて、

そしてこういう方法があると提示されたものに

ついては、認めていきたいと思っているところで

ございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） これまでの公共施設の

在り方とは違って、維持管理費等々のそういう概

念が組み込まれてきた。それは先ほど申し上げた

ように、私は画期的なことだと思います。 

  これまでの考えで、何もそういったところ――

金額、財源、そういったものを検討しないで進め

るとすれば、今までと変わりないわけです。例え

ば新しい施設を造ったはいいが、維持更新できな

い。あるいは、ほかの施設の維持更新費用に影響

がいく。そういったものも十分考えられるのでは

ないですか。そういったことを考えると、先ほど

自校方式とセンター方式、同じだと、新規という

意味ではという教育長の話がありましたが、それ

ぞれの維持管理費用、建設費用、そういったもの

も算定して、比較して、十分検討すべきだと、時

間をかけて。それが、公共施設等総合管理計画上

の大きな眼目、大事なところなのではないのでし

ょうか。いかがですか、副市長。 
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○相田克平議長 大河原副市長。 

○大河原真樹副市長 給食センターの提案が教育委

員会からありましたときに、老朽化で改修すると

給食が止まってしまう、親子方式にすれば中学校

も止まってしまう。自校に給食施設を整備する場

所がないという様々な理由から、やはりこの方法

がいいのであろうと思っているところでござい

ますので、教育委員会が提案したとおりとしたと

ころでございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 様々な項目については、

これまでいろいろ質問、疑問等が上がってきまし

た。ですけれども、今回私が言いたいのは、公共

施設等総合管理計画上の視点がどうなっている

のですかということです。検討していないではな

いですか、会議録を見ると。違いますか。それで

いいのですか。今回の方針決定については、やっ

ぱりもう一度、あるいは一定程度結論が出た、出

そうなときにでもしっかりと検証して、将来の公

共施設の在り方、そういったものを見直すべきで

はないですか。再度お伺いしますが、いかがでし

ょうか。 

○相田克平議長 大河原副市長。 

○大河原真樹副市長 今回のセンター化については、

教育委員会の提案がすとんと腑に落ちるもので

ございました。そして、何よりも公共施設という

のは、合理化という前に、そこに人がいる。人の

ために何かをやっている。特に子供たちのために

何かをやっている。その視点は、ぜひこれからも

持ち続けていきたいと思っております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 教育にはお金をかける

べきだと私は思いますが、幾らお金がかかっても

やれるのかと、そのこととは別ではないですかね。

それはしっかりと比較して、検証して、市民の皆

さんに説明して納得していただく。そういったこ

とが必要なのだと私は思います。 

  ２項目めに移ります。先ほど数字、件数を挙げ

られましたが、これは一般家庭の屋根に設置され

ている太陽光パネルも含んでの件数でしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 今の固定価格買取制度を

受けたものでございますので、そういった対象に

なっているものであれば、入っているかと思って

おります。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 聞き取りの際は、どこ

にどんな施設が設置されているのか、米沢市とし

ては全て把握しているわけではないということ

をお聞きしています。それで間違いないでしょう

か。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 ただいま申し上げました

ように、固定価格買取制度の対象外になっている

ような施設、自家消費のような施設に関しては把

握していないところでありますし、個々の施設に

ついてはリスト化されているものもありますけ

れども、それはあくまである程度大きい容量のも

のでございますので、小さなものも含めて、全部

のリストがあるわけではございません。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 把握しているか、して

いないかを心配するのは、先ほど演壇からも申し

上げましたが、施設の安全性についてということ

で新聞記事等があります。太陽光発電については、

50キロワットを超えるか超えないかで、保安技士

の点検義務が発生する、発生しないということが

あって、現実には全国では危険箇所に50キロワッ

ト未満の太陽光発電パネルが設置されていると

いうことが新聞記事に掲載されておりました。 

  米沢市ではそういった箇所があるのかどうか、

全部把握しているわけではないと聞き取りの中

でお聞きしましたので、把握し切れていないもの

があるのではないかと心配するわけですけれど

も、いかがですか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 
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○安部道夫市民環境部長 確かにリスト化されてい

るものについては限定的なものということでご

ざいます。ですので、全て把握できる状況にはな

いということでございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 屋根に設置されている

ものはまず置いておいても、地区、地区に設置さ

れているもの、どの地区にどういう再生可能エネ

ルギーを利用した発電施設があるのか、そういっ

たことは市としてもしっかり把握すべきだと思

いますが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 全て把握できる状況かと

いうことにつきましては、他市の事例、そういっ

たものも参考にしながら、その把握状況、手法、

そういったものについては今後研究させていた

だきたいと考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 今回の聞き取りの際に、

全国の導入事例等の新聞記事をお渡ししており

ます。その記事には、例えば災害時無償で電力提

供――先ほども答弁ありましたが――そういっ

た事例とか、農地の荒廃地を解消、利益も還元し

ているという事例。それから、太陽光発電が地域

の問題解決に貢献しているのだと、そういったも

のが掲載されておりました。これをお読みになっ

ていると思いますけれども、お読みになっての感

想を端的にお伺いしますがいかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 再生可能エネルギーの導

入に当たりましては、やはりまず地域に資する取

組であるということが必要であると考えており

ます。市民の安全確保は最低限の条件であると考

えております。その上で、市民と発電事業者、そ

の合意形成が重要でありまして、その上でエネル

ギーの地産地消を図って、地域と事業者、双方に

とってメリットとなるような、経済、社会、環境

のバランスを維持しながら、ゼロカーボンを目指

していくという取組が重要であると感じたとこ

ろでございます。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） ぜひともそういう方向

でやっていただきたいわけですけれども、そうし

たことを進めていく上での市の役割です。市職員

の役割、私は市民へのアプローチ、それから地域

住民と施設導入の業者との橋渡し役といいます

か、マッチングといいますか、そういったところ

を担っていただく、そういったことができるのは、

市ではないかと思うわけですけれども、どのよう

に考えますか。 

○相田克平議長 安部市民環境部長。 

○安部道夫市民環境部長 先ほど１回目の答弁の中

では、基礎調査を進めて、今後さらに再生可能エ

ネルギーの導入目標を策定して、温暖化対策実行

計画を見直すという進め方を検討しているわけ

でございますが、その中で今おっしゃられたよう

な役割、そういったものをどのような形で具体的

に果たしていけるかということについても、その

中で検討してまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） ぜひ頑張っていただき

たいと思うわけですが、やっていただく分には、

やはり時間もかかるでしょうし、当然マンパワー

も必要になってくると考えられるわけですので、

ぜひそのマンパワーの状況といいますか、そうい

ったところを実現していただいて、米沢市におけ

る再生可能エネルギーの拡大、そういったものに

努めていただきたいと思います。 

  地域の小規模発電を活性化し、積み上げていく

ことが近道だという御意見もありますし、そうで

ないと、環境は守られても暮らしは沈滞してしま

うという言葉もあるようです。ぜひ積極的にやっ

ていただきたいと思います。 

  ３点目ですけれども、除雪の問題です。今回、

この質問を取り上げさせていただいたのは、実際

にある市民の方から私のところに相談がありま
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した。そのことを受けてのものでした。その方は、

個人として一生懸命といいますか、隣近所にもお

話をさせていただいたり、それから近くの駐車場

になっている所有者にも、冬期間だけでも除雪の

ために使わせていただくようなことはできない

かと。そういうことをいろいろと自分で動き回ら

れて、いろいろやられたと。ですけれども、なか

なかうんと言ってくれないといいますか、らちが

明かないということで、どこに話していいか分か

らないという中で、私のところに連絡が来たとい

う実態があります。この話を受けたときに、私は

２つ問題があるというか、気になったことがあり

ました。 

  １つは、個人で調整するということに限界があ

るのではないかということです。それで、お伺い

しますけれども、例えば空き地を除雪に利用する

に当たって、何かしら市の制度としてつくり上げ

ることができないか。例えばですけれども、除雪

の押し雪をさせていただいている期間の固定資

産税を軽減するとか、そういったことができない

か。そのようなことが、短絡的かもしれませんけ

れども、考えられることではないかと思いますが、

そのあたりの実現可能性というのはいかがでし

ょうか。 

○相田克平議長 後藤総務部長。 

○後藤利明総務部長 雪対策の観点から、減免をや

っている自治体もあることは承知しております。

ただ、税の減免につきましては、条例やら規則に

従いまして、災害を受けた場合、あるいは貧困に

より公費の補助を受ける場合、公益性がある場合

に限定されております。 

  押し雪場につきましては、除雪に苦慮する住民

にとっては必要なものでありまして、一定の公益

性があることは理解できますが、その減免の意図

するところは、所有者に対する賃貸料であったり、

謝礼などの性格であると考えられます。減免制度

につきましては、基本的に担税力が減少した者に

対して行うものであります。公益上の観点から固

定資産税の減免を行う場合であっても、租税負担

の公平の観点から見て、減免を相当とする強い公

益性がある場合に限られていることから、減免制

度につきましては、賃貸料や謝礼などの代用とし

て活用するものではないと認識しておりますの

で、現時点では難しいと考えているところでござ

います。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） なかなかハードルが高

いということが分かりました。 

  気になった点の２点目は、その方はどこに相談

したらいいか分からないということをおっしゃ

って、近くといいますか、私のところに連絡をく

ださったということなのですが、このことを考え

ると、先ほどコミセンを会場にしていろんな説明

会、毎年やられていると思いますが、そのことさ

えも知らない人がいるのではないかと心配にな

るわけです。ですので、何かしらそこは先ほども

答弁があったかと思いますが、考えていく必要が

あるのではないかと思いますけれども、繰り返し

になるかもしれませんが、いかがですか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 除雪に対する様々な御意見を

いただく場合に、どこに相談したらいいかという

ところかと思います。第一義的には市役所に連絡

していただければ、そういう適切な場所に通すわ

けでありますが、そういった情報もないという市

民の方もいらっしゃるかと思います。コミセンを

通じたり、民生委員の方に御協力いただいたり、

各課いろいろ横断的に考えながら、そういった方

にも情報が行くように、これから様々検討してま

いりたいと考えております。 

○相田克平議長 太田克典議員。 

○１７番（太田克典議員） 人口減少が続いており

まして、なおかつ高齢化も進んでいるという中で、

空き家となるところも今後ますます増えてくる

だろうと思われるわけです。特に町なかでは空き

家になっているところは人が住んでいないわけ
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ですから、その前の道路は除雪しないわけです。

個人が。そういうところがどんどん出てきている。

出てくるのではないかということを考えますと、

除雪のやり方も今後考えていく、変えていく必要

があるのではないかと思うところです。 

  例えば、押し雪軽減のやり方、それから先ほど

も申し上げましたけれども、再生可能エネルギー

のところでお話ししましたけれども、市民との丁

寧な対話、意見を丁寧に吸い上げる、そういった

ところ、市民と市民の橋渡し役というところが、

今後大事になってくるのではないかと思うわけ

ですけれども、繰り返しになりますが、今後除雪

のやり方も変えていく必要がある。そのためには、

どうしてもマンパワーが必要になってくるとい

うことが考えられるわけです。そういったところ

も含めて、これから本番を迎えますけれども、降

雪期に向けて、もう一度御答弁いただきたいと思

いますけれども、いかがですか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 米沢市民にとって雪対策とい

うのは非常に大きな問題であると捉えていると

ころであります。先ほど議員から御提案がありま

した除雪のやり方であったり、押し雪軽減の拡大

などについても、今後の人口減少社会に対応すべ

き重要な課題と捉えておりますので、そういった

課題につきましても、市民の皆さんに適切に情報

提供などできるように、今後とも努めてまいりた

いと思います。今冬、万全の体制で臨んでいきた

いと思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○相田克平議長 以上で17番太田克典議員の一般質

問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○相田克平議長 以上をもちまして本日の日程は終

了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

 

  午後 ４時３０分 散  会 

 


